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小中一貫教育については、平成27年に学校教育法等が改正され、平成

28年度から、義務教育学校、中学校併設型小学校及び小学校併設型中

学校が制度化されました。

文部科学省では、平成28年12月に「小中一貫した教育課程の編成・実

施に関する手引」を、平成30年１月に「小中一貫した教育課程の編成・実

施に関する事例集」を、作成・公表したところです。

この度、制度化から５年を経て、全国において、多様で彩り豊かな取組が

蓄積されてきたこと、また、各地域の課題や実情を踏まえた独自の工夫が進

展してきたこと等を踏まえ、今後、より一層の充実が図られるよう、全国各地

の学校から特色ある取組や工夫を盛り込んだ「小中一貫した教育課程の編

成・実施等に関する事例集―第２版―」を作成いたしました。

「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して」（令和３年１月26日／

中央教育審議会）でも言及されているように、現在、９年間を見通した新

時代の義務教育の在り方を検討していくことが必要とされています。

各自治体や学校におかれては、本事例集を、小中一貫教育をより発展さ

せていくための、参考にしていただければ幸いです。

はじめに

文部科学省初等中等教育局
初等中等教育企画課教育制度改革室
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● いまの状態から、参考となる事例を探す場合

これから小中一貫教育の導入を
検討する方へ

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 足立区立新田学園（併設型）（p8）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）
⚫ 三条市教育委員会（p32）
⚫ 北秋田市教育委員会（p34）

小中一貫教育の導入を決定した
ものの、学校種をどうするか検討

している方へ

⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 三条市教育委員会（p32）
⚫ 北秋田市教育委員会（p34）

既に小中一貫教育を導入しており、
より取組みを工夫したい、

課題の克服方法を探している
という方へ

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 足立区立新田学園（併設型）（p8）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）
⚫ 三条市教育委員会（p32）
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●学校の特徴から、参考となる事例を探す場合

◆学校種

義務教育学校の場合

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）

併設型小中一貫校の場合

⚫ 足立区立新田学園（併設型）（p8）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）

◆施設形態

施設一体型・隣接型の学校

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）

施設分離型の学校

⚫ 足立区立新田学園（併設型）（p8）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
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◆その他特徴

小中一貫の教育課程の特例を
用いている学校

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）

６ー３以外の学年段階の区切りを
設けている学校

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 足立区立新田学園（併設型）（p8）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）

小学校で教科担任制を導入
している学校

⚫ 大槌町立大槌学園（義務教育学校）（p6）
⚫ 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）（p10）
⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 横浜市立義務教育学校霧が丘学園（義務教育学校）

（p16）
⚫ つくば市立みどりの学園義務教育学校（p18）
⚫ 戸田市立戸田東小学校、戸田東中学校（p20）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）

小規模（※）の魅力を発揮
している学校

⚫ 京丹後市立久美浜中学校区（併設型）（p12）
⚫ 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）（p14）
⚫ 高知市立義務教育学校土佐山学舎（義務教育学校）

（p22）
⚫ 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）（p24）
⚫ 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

（p26）
⚫ 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

（p28）
⚫ 新富町立新田小中学校（併設型）（p30）

※併設型小学校・中学校は
いずれかが12学級未満

※義務教育学校は18学級未満



３．小中一貫教育の取組概要

[岩手県] 大槌町立大槌学園（義務教育学校）

● 教育目標：「よく考え 心豊かに たくましく」

“生きる力とふるさと創生を担う子供を育む「ふるさと科」の学びの創造”

● 所在地 ：岩手県上閉伊郡大槌町大槌第15地割71番９号

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 61 64 77 59 73 60 9 403 66 67 74 9 216 619

学級数 ２ ２ ３ ２ 3 ２ 2 14 2 ２ 3 2 ９ 23

⚫ 大槌町で目指す「０歳から１８歳までのつなぐ教育」の中の義務教育９年間と捉え、育成したい資質・能
力としている「自立」「協働」「創造」と「郷土愛」を育むことを目指している。「大槌型一貫教育」（学び方・ふ
るさと・地域との一貫したつながりを重視した学び）に取り組み、「豊かな育ち」と「確かな学力」を保障する。

⚫ 校舎１階に第１学年〜第４学年（ホップ期）、校舎２階に第５学年〜９学年（ステップ期〜ジャンプ
期）を配置している。

⚫ 学園長１名 副学園長１名 副校長２名
⚫ 小中一貫教育推進委員会を設置

⚫ 教育課程の特例：第１学年〜第９学年に「ふるさと科」を設置
⚫ 区切り：４−３ー２制
⚫ 学校行事等：期別に児童・生徒集会活動の実施 文化祭の実施 児童会・生徒会活動の実施

⚫ 一部教科担任制：第５学年から音楽、英語、理科 第６学年から社会
⚫ 教員の乗り入れ：中学校教員が小学校の理科、英語、音楽、体育の一部に乗り入れ

⚫ 児童会・生徒会活動、第１学年から第９学年での縦割り班清掃活動
⚫ 「ふるさと科」における探究活動の成果交流

⚫ 「「大槌の教育」推進協議会」、「転入職員研修」「チーム大槌「ふるさと科」推進事業」等により大槌型一貫
教育の推進についての研修を実施。

ねらい

１．学校（区）概要

２．導入経緯

【検討開始のきっかけ】
東日本大震災により大きな被害を受け、安心して学べる場と９年間の継続性を持った心のケア、学校を核とした地域コミュ
ニティの再構築等、教育環境の復興を目指し、義務教育学校として一貫教育を推進することとした。
【具体的な経緯】
・平成２７年度 大槌町内の小中学校、義務教育学校で小中一貫教育を推進

特別の教育課程「ふるさと科」を本格実施
・平成２８年度 学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールに指定
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施設活用（施設一体型）

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援



テーマ：義務教育９年間を見通した「確かな学び」

これまでの成果と課題、今後の取組

● ② ９年間を見通した「ふるさと科」教育課程の編成による「確かな学び」の保障

● ① 「確かな学び」を保障する 「学び方」の工夫

小中一貫教育の導入に当たって、何を「一貫」して行なっていくのかということが熟議された。９年間を見通し

て、「身に付けさせたい資質・能力を育むために現段階でどのような指導をするか、そのために体験・経験させるべき

ことは何か」という視点を持ち、①一貫した「学び方」で、各教科で学びの系統性を意識した授業を行っていくこと、

②「ふるさと」とつながる一貫した系統性のある学びを位置付けていくこととした。このような「大槌型一貫教育」を実

施することで、「豊かな育ち」と「確かな学力」を保障することを目指している。

⚫ 一貫した「学び方」について共通理解を図ることで、１〜９年生まで同じ視点で授業改善について考えることがで
きているが、基礎学力向上のための方策を工夫していく必要がある。

⚫ 各教科の系統性を意識し、「つまずきを生かした指導」に取り組んだことで、岩手県の学力状況調査では、国語、
算数・数学共に県比率の経年変化では、緩やかではあるが、改善の傾向が見られている。

⚫ カリキュラム・マネジメントを通して、「ふるさと科」と各教科との学びの往還が図られるよう、今後も「つながり」のある
教育課程を工夫していく。
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「大槌型一貫教育」で目指す授業のデザインを教職員間で

共有し、学び合っていくことで、９年間の途切れない「学び方」

で、子どもたちが学習を行えるようにしている。

また、前学年の基礎的な学習の定着度を確かめ、つまずきを

把握した上で、つながりある指導を行っていくために、４月に「大

槌スタートテスト」を実施している。結果をもとに、系統表で前学

年の内容を確認し、「つまずきを生かした指導」についても系統

性をもって行い、「確かな学び」につなげている。

大槌学園では「ふるさと科」を核として「確かな学び」を保障するために、９年間を通して「６つの育てたい資質・

能力」を設定している。また、９年間で学ぶ学習テーマを大きく３つ（ホップ期では地域の愛着、ステップ期では

防災教育、ジャンプ期では生き方）に整理し、各期の系統性を考えてふるさと科の教育課程を編成している。

具体的には、地域の愛着を育む学びの内容

について、ホップ期では、地域の人と触れ合い、

地域環境の魅力を中心に学ぶ。ステップ期で

は、その背景にある歴史や自然を生かした産業

について学ぶ。ジャンプ期では、地域の魅力ある

取組や仕事を学ぶ。このように地域の見方が広

がったり、深まったりするように、系統的に学習を

展開できるよう工夫している。

【「大槌型一貫教育」で目指す授業のデザイン】

【学びの系統表（算数・数学）ステップ期の例】

【「ふるさと科」で育成する資質・能力の系統表（一部抜粋）】

また、カリキュラム・マネジメントを通して、「ふるさと科」と

各教科の学びが往還されるように教育課程を工夫してい

る。例えば、「ふるさと科」で学んだことをまとめ、発信する

際に、生活科や国語の学習が活用できるよう、単元配

当表や年間指導計画を工夫している。 【第2学年年間指導計画の例（一部抜粋）】

学びの系統表は、領域ごとに色分けし、系統性

が一目で分かるように工夫している。

「ふるさと科」で育てたい６つの資質・能力を、

汎用的な力と捉え、例えば、算数・数学の授業

の中でも、学習の過程で意識的に見取ったり、発

揮できるように工夫していく。



３．小中一貫教育の取組概要

[東京都] 足立区立新田学園（併設型）

● 足立区の小中一貫教育は「確かな学力の向上」と「心の教育の充実」によって、自立した一人の人間として、
力強く生きていくための「人間力の育成」を目指して、展開されることとなった。９年間一貫したカリキュラムによっ
て小中の連続性をもたせるとともに、小中の教員間の連携による教育効果の向上、教育方法や内容を変えて
いくまとまりを４ー３ー２制とすることなどを通じて、個に応じた教育を実現する。

● 平成25年に児童生徒数増加により第二校舎開設
● 校長は、第１校舎と第２校舎を行き来
● 第１校舎と第２校舎の距離は240ｍ（徒歩３分）

● 管理職：校長１名、副校長４名
● 教職員：兼務発令は、全教職員に行われている。

● 教育課程特例：なし
● 区切り：子どもの発達に即して９年間を３期４－３－２制に区分

Ⅰ期（４年）…「学びの基本姿勢」を目指し、基礎基本の定着、生活習慣・学習習慣の定着を図る
Ⅱ期（３年）…「意欲的な学習姿勢」を目指し、基礎基本の徹底、思春期の課題に対応する
Ⅲ期（２年）…「主体的な学習姿勢」を目指し、自主・自立の態度の育成を図る

● Ⅰ期終了の区切りとして4年生はレンジャー活動（児童会
活動）を設定し、Ⅱ期のリーダー活動につなげる

● 厳密な教科担任制ではないが、小学校高学年に定期考査
を導入することで、一部教科担任的な状態を実現

● 足立スタンダード（※）に基づく授業実現のために専門員
（教員OB）が巡回し、教員に指導・助言
※足立スタンダードとは、「授業におけるめあて」を明確にし、

一人ひとりがしっかりと考え、子ども同士で学び合う問題
解決型の授業を実現することで、学力向上を図る取組み

２．導入経緯

ねらい

平成17年 構造改革特別区域計画「小中一貫教育による人間力育成特区」の認定

平成17年 学校部会・まちづくり部会などで地域との対話スタート

平成18年 基本構想作成

平成22年 足立区初の小中一貫教育校「新田学園」として開校

足立区立新田小学校
足立区立新田中学校
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施設活用（施設隣接・施設分離型の場合）

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ指導

市町村教育委員会等による支援

● 教育目標：自ら学ぶ人、共に生きる人、健やかでたくましい人
● 所在地 ：足立区新田３－３４－２

● 施設形態：施設分離型

● 児童生徒数（R3.９.1時点)

１．学校（区）概要

小学校 中学校
小・中計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 180 184 190 227 228 216 10 1235 200 180 181 8 569 1804

学級数 6 6 5 6 6 6 2 37 6 5 5 1 17 54

第１校舎 第２校舎

５年生〜９年生 １年生〜４年生

生徒1013名 児童791名

教職員93人 教職員88人

しんでん



テーマ：小中一貫で実現する「確かな学力の向上」

これまでの成果と課題、今後の取組み
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● 小中一貫教育校での学びの深まりは、学力の向上という点で効果的に働いたが、さらなる展開のために、教職員の

共通行動、また、指導力向上が必要不可欠である。

● 小中一貫教育校のよさを児童・生徒も体感できるよう、「体育祭・運動会」「合唱コンクール・学習発表会」などの学

校行事を見直すなど、既成概念から脱却して小中一貫教育校のよさを前面に打ち出せるような改革を進める。

「指導」と「評価」一体とすることによる
教員一人一人の指導力の向上

• 小学校には定期考査の問題作成のノウハウがな
かったため、中学校の教員に学び、その過程で教
科理解が深まった。

• 問題作成は、どのように指導を行うかを振り返るこ
とでもあり、問題作成をすることにより、学年で統一
した指導内容と、教員一人一人の指導力の向上、
授業改善にもつながった。

児童・生徒の「個」に応じた指導による
学習機会の提供

• 早期につまずきを発見し、放課後補充教室で
異なる学力層の子供に対応した個別指導を実
施することにより、課題を解消することができた。

• 合格基準点を超えることで、「できるようになっ
た」「わかるようになった」という気持ちや、自己肯
定感につなげることができた。

【目指すこと】 知識・技能のみならず、思考力・判断力・表現力を鍛え、
学びに向かう力・人間性等を育む義務教育を行うこと

（そのために行っている主たる具体的な実践）

（実践から特に得られたこと）

認知能力、非認知能力両面から基礎的な素養を身に付けることができる

✓ ２つの具体的な実践をきっかけに、小学校教員の全人教育ができる良さ、中学校教員の教科指導が
できる良さを双方に取り入れ、互いに補い合い、小学校高学年で両方の良さを活かした移行期間を設
けることにより、義務教育９年間で小中両方の教員で全人教育を行いながら、基礎学力の定着を図
ることができる。例えば、新田学園で９年間育った現９年生は、今年度の全国学力調査（数学）に
おいて上位の成績を収める結果となったことも、その成果ととらえている。

✓ 特に、非認知能力という点では、小学校高学年が中学生の姿を見て学べる、ロールモデルが近くにいる、
という点が大きくプラスに働いている。例えば、中学校３年生が体育祭などで発揮する、努力したからこ
そ得られた強さ、速さなどは、小学校の児童にとっては、「憧れ」「こうなりたい」と思うきっかけになる。教員
がどんなに教室で情報として伝達するよりも心に響く、内在的な動機となって、「学び」につながっている。

児童生徒に生じた小中一貫教育の「良さ」

小学校高学年からの教科コンテストの実施

・ 問題は、定期考査との役割分担で知識・技能を問うもの。
・ 実施の頻度は、年間１０回（うち小学部８回）。
・ 国語は漢字、算数は四則計算、理科・社会はeライブラ

リーから復習を中心に問題を出題。
・ 合格しない場合には放課後補充教室（※）で補習を

受ける。
※放課後補充教室とは、教科コンテストで基準点に満たない児童・

生徒や、自主学習（家庭学習）ノートの未提出児童生徒を
対象に週２〜３回取り組む補充学習。

小学校高学年における定期考査の実施

・ 問題は、教科コンテストとの役割分担で、思考力・
判断力・表現力を問うもの。

・ 実施の頻度は、前期中間・期末、後期中間・期末
の年４回である。例えば、外国語ではライティングの
他中学部同様リスニングも含めた問題を出題。

・ 指導と評価の一体は、問題を作成してみて初めて
実現できるという理念のもと、小学校の教員複数が
チームで定期考査の問題の作成を行う。



３．小中一貫教育の取組概要

[長野県] 信濃町立信濃小中学校（義務教育学校）

● 教育目標：【自主】自ら求めて学ぶ児童生徒 【友愛】命と仲間を大切にする児童生徒

【克己】最後までやり抜く児童生徒 【躍進】自分自身をみつめ豊かに生きる児童生徒

● 所在地：長野県上水内郡信濃町大字古間４９０

● 施設形態 ： 施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 43 37 40 54 43 56 12 285 53 54 67 15 189 474

学級数 ２ ２ 2 ２ ２ ２ 2 14 2 ２ 3 ３ 10 24

● 基本理念「信濃町に誇りをもち、次代を担う人材の育成」〜学びに向かう力と温かな人間性の涵養〜
・初等部では豊かな自然の中で、体験活動を通して、基本的な学習習慣や人間関係力を培う。
・高等部前期では教科担任制で専門的な学びを通して、教科の本質に触れながら主体的な追求力を培う。
・高等部後期では自らの生き方を見つめ、夢の実現に向けて進路を切り拓く力を培う。

● 校長：１名 副校長：１名 教頭：１名
● 教職員：66名

● 教育課程の特例：なし
● 区切り：４－５制
● 学校行事等：初等部修了式（４学年）、前期課程修了式（６学年）、立志式（8学年）、秋桜祭

● 教科担任制：第５学年から、算数、理科、音楽、図工、家庭科、体育において実施
令和３年度から第３学年からの音楽、図工、体育においても実施

● 運動会、文化祭の１〜９年生合同実施

● 小中一貫教育 町費講師の配置、学習支援員、リソース等指導員の配置

● 学校運営協議会の設置
● しなの学校応援団（地域住民の方が特技などで外部講師となり学校に協力）

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
児童生徒数の減少と施設の老朽化
【具体的な経緯】
・平成１６年度 信濃町立小学校適正配置検討委員会設置
・平成１９年度 教育環境検討委員会設置
・平成２４年度 ５つの小学校と1つの中学校を統廃合し信濃小中学校開校
・平成２８年度 義務教育学校に移行
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教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他



テーマ：小中一貫した教育課程「ふるさと学習」

● 講師となる地域の方（しなの学校応援団）と校内コーディネーターを中心とした地域連携の仕組みを構築する。
● 校外学習が計画的に実施できるよう、日課と学校行事などの見直しを図る。

これまでの成果と課題、今後の取組

● 信濃町の恵まれた自然や歴史文化を題材化し、
小中一貫教育を通した新たな学びを創造でき
ている。

● ふるさと学習を通して、信濃町を好きな子どもが
増えている。また、知的好奇心の高まりや学び
合いにより自分の考えの広がりがみられる。

● 過去の実践をアーカイブ化し、また総合的な学
習の時間（ふるさと学習）の目標（願う姿）
について、教職員間で共通理解を図り、学校
全体の横断的・系統的な取り組みとして深化さ
せたい。
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なぜ小中一貫の教育課程で「ふるさと学習」を位置づけたか

具体的に「ふるさと学習」で何をしているか

● 江戸時代に活躍した俳人小林一茶の生誕地であることか
ら、幼児期から「一茶かるた」に親しみ、この具体的体験を、
学校教育と結び付けるために、信濃小中学校入学後は、
一茶記念館の学芸員の協力を得ながら、遊びの中で親し
んできた一茶の俳句を基礎にして、 ２年生と７年生の国
語で俳句について学んでいる。

● 初等部（１〜４年）では、生活科、総合的な学習の時
間の中で、地域住民の協力を得ながら地域巡りや野尻湖
クリーンラリー、米作りなどをおこない、自分の周りに学ぶべき
ものがたくさんあることを認識させることで、身の回りへの知的
好奇心を高めている。

● 高等部（５〜９年）では、自ら問いを設定し、試行錯誤
を繰り返しながら、友だちや地域の人々と対話し、一人一
人が自ら答えを導いていく課題解決学習を特に大切にして
いる。例として、令和３年度の７年生は、信濃町のおいしい
水に興味をもち、町の水道係を訪ねた。そこで冬期にかなり
の漏水があることを知り､町の水道係と連携しながら、水道
のキャラクターをつくって住民に告知することで、町の漏水問
題を解決しようと学習を進めた。９年生になるとふるさと学習
のまとめとして、研究成果を町へ提言するなど、学校内にとど
まらない、広がりと深みのある学習をおこなっている。

信濃小中学校は、５つの小学校と１つ
の中学校の統廃合により、町唯一の学校
として新たに開校した。小中一貫９年間
で取り組む信濃町を学習材とした「ふるさと
学習」を通して、信濃町の児童生徒として
のアイデンティティを育み、生まれ育った故
郷への感謝と誇りを持ち、主体的に自らの
地域を考えることができる、次代を担う人
材を育成する。
また、講師となる地域住民と積極的に関

わりを持ち、地域に開かれた学校づくりを
進めることで、地域との協働関係を強化し、
地域で子どもを育み、支援する体制をつ
くっている。

ふるさと学習のねらいと具体的な取り組み

学校教育目標の実現
信濃町に誇りを持ち、次代を担う人材の育成

〜学びに向かう力と温かな人間性の涵養〜



３．小中一貫教育の取組概要

[京都府] 京丹後市立久美浜中学校区

● 京丹後市の「目指す子ども像」である「将来に夢と希望をもって生き生きと学ぶ
ことのできる子ども」を育てるため、「就学前から中学校卒業までの10年間にわ
たる一貫した子育て支援と教育」の実現により、子どもたちに今以上の「生きる
力」を育成することを目的に、市内全域において保幼小中一貫教育を展開。

● 久美浜学園は施設分離型。面積144.95㎢、人口9,591名(H30現)の京丹
後市久美浜町内に７つの園所・小中学校が点在しており、徒歩・自転車の他、
20台を超えるスクールバスや路線バスを利用し多くの幼児児童生徒が通学している。

● 年間を通じて交流行事、合同行事を定期的に実施するとともに、ICTを活用した児童・生徒によるオンライン
会議も行っている。

● 各学園に学園コーディネーター、地域コーディネーターを複数配置し、各会議の事務局や広報、学校支援ボ
ランティアの募集や配置などを担当。また、就学前から義務教育期間を通した計画的かつ系統的な教育を
行うための調査、研究及び協議を行うため、京丹後市保幼小中一貫教育研究推進協議会を設置している。

２．導入経緯

ねらい

・平成22年12月 小中一貫教育研究をスタート

・平成24年度 指定したモデル学園（峰山・網野）で研究

・平成26年度 峰山・網野中学校区で本格実施

・平成27年度 実施校が３校区となる（大宮中学校区）

・平成28年度 久美浜学園を含む市内全学園で一貫教育を実施

京丹後市立久美浜中学校
京丹後市立久美浜小学校
京丹後市立高龍小学校
京丹後市立かぶと山小学校
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施設活用（施設隣接・施設分離型の場合）

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ指導

市町村教育委員会等による支援

中学校

小学校 小学校

こども園・保育所

既存の校舎のままで、中学校区の教職員
が積極的に連携し、一体的な指導を実施

● 教育目標：ふるさとを愛し 意欲的に学び やさしい心をもち 根気強く努力する子どもの育成
● 所在地 ： 京丹後市立久美浜中学校 京丹後市久美浜町640

京丹後市立久美浜小学校 京丹後市久美浜町3369

京丹後市立高龍小学校 京丹後市久美浜町新谷250

京丹後市立かぶと山小学校 京丹後市久美浜町神崎1603

● 施設形態：３小学校、１中学校による施設分離型小中一貫教育

● 児童生徒数（R3.5.1時点)

１．学校（区）概要

小学校（３小学校の合計） 中学校
小・中計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 61 61 73 70 55 71 15 406 67 63 67 11 208 614

学級数 3 3 4 3 3 3 6 25 2 2 2 3 9 34

久美浜中学校 久美浜小学校 高龍小学校 かぶと山小学校

● R３年度小学校においては第５・６学年の社
会・理科・外国語で実施、小・中学校在籍の教
員が各小学校で指導している。

● 制度上は６－３制をとっているものの、指導上は、Ⅰ期（基礎期）小学校１年〜４年／Ⅱ期（充実期）
小学校５年〜中学校１年／Ⅲ期（発展期）中学校２・３年の３つの指導区分で推進。

児童生徒の異学年交流の工夫

● 合唱祭参加や部活動体験、児童会生徒会協働
のSDGsの取組など。

● 学園全体の経営を行う
組織機能として、「保幼
小中一貫教育校経営
会議」を位置づけ、その
代表となる校園所長を中学校長が兼任している。

● 一部の教職員が兼務発令され、乗り入れ指導等を実施している。

【検討開始のきっかけ】
●中１ギャップや小１プロブレム、子どもたち
の発達の加速傾向といった課題と今後変化
の激しい社会で必要とされる力の育成のた
めには、校種間の接続を一層改善し、より
連続性・一貫性のある教育が重要

（併設型）



テーマ：小学校における教科担任制の実施

これまでの成果と課題、今後の取組み

本市の進める小中一貫教育は、現行制度（義務教育６・３制）のもと、「目標の共有、目標実現のための各学校におけ
る取組み」、「目標の実現状況の評価による結びつき」によって着実に「目指す子ども像」を実現していく施設分離型である。
具体的には、中学校の学習にスムーズに接続するとともに、専門性をもった中学校の教員が小学校で指導することにより、学
習意欲を高め確かな学力を確保させる、 「小学校高学年における教科担任制」による小中連携、中学校区の規模の異な
る３つの小学校の学習を共通したカリキュラムで進めることにより、中学校入学時のスタートラインを揃える小小連携という取組
を行っている。そのために、文部科学省小学校高学年教科担任制研究に係る加配教員、小中連携加配や小小連携加
配、京都式少人数教育に係る加配教員の配置などを活用し、より質の高い教育の推進を目指している。
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「丹後学」に導く中学校社会
科副読本「京丹後市の歴史」

山陰海岸ジオパークを活用
した小学生理科体験活動プ
ログラム「大地の学習」ハ
ンドブック

● 小中一貫を活かした「学びを深める」ための仕組みづくり

◆高学年の「理科」「社会科」の学習活動に沿った「総合的な学習の

時間」における特設のカリキュラムによる「丹後学」

【山陰海岸ジオパーク「大地の学習」(小6) 京丹後市の歴史(中1)】

◆外国語に早期より親しみをもたせるとともに、中学校入学時までの

同一指導内容による語学力の習得

【京丹後市中学生海外派遣事業への積極的な参加】

◆保幼小間、小小間、小中間の指導の一貫性を追究する指導区

分ごとの連携会議の定期的開催

◆保幼小中の教員による学園全体研修会、授業研究会の実施

◆中学校入学時のギャップを解消するための、生徒指導・教育相談・

特別支援教育分野での指導観の統一と情報共有

特設のカリキュラム

GIGAスクール構想によるタブレッ
ト導入以前に学園で先行研究
を蓄積。その結果、導入時には
学園内の全ての児童生徒が一
定のリテラシーを獲得した状態で
全ての教科においての学習が可
能となった。

久美浜中学校

久美浜小学校

高龍小学校

かぶと山小学校

5年(105h),6年(105h)
×３小学校へ

5年(100h),6年(105h)
×３小学校へ

3年(35h),4年(35h)
5年(70h),6年(70h)

×３小学校へ

校区小学校が全て同じ内容を学習

●子どもたちの感想
○社会の授業がとてもわかりやすく、専門知識が広がって大変よかった。
○理科はたくさん実験ができ、とても楽しく学習に取り組むことができた。

●久美浜学園内で、「育てたい姿」、「共通指導項目」等を学園全教員で確認して

教育活動を展開できた。

● 「自己決定の場を与える」「自己存在感を与える」「共感的な人間関係を育成す

る」という生徒指導の三機能を生かしたきめ細かな指導を充実させていくためにも、

複数教員の指導により学級をより開かれたものにし、組織的な対応を推進させる。

【指導時数・指導教科等(令和３年度)】

◆小学校5・6年社会科の指導（小学校高学

年教科担任制研究専科教員・小学校籍）

◆小学校5・6年理科の指導（小学校高学年教

科担任制研究専科教員・中学校籍）

◆小学校5・6年外国語の指導（京都式少人数

教育に係る加配教員及びALT・中学校籍）

◆小学校3・4年外国語活動の指導（京都式少

人数教育に係る少人数教育加配教員及び

ALT・中学校籍）

【教科担任制導入によるメリット】

◆小学校の学級担任制から中学校の教科担任制へ緩

やかに移行し、中学校の学習にスムーズに接続するこ

とができている。

◆各教員の専門性や授業力を生かし合うことで、児童の

学習意欲や学力が向上したとともに、担任の負担軽

減にもなり、働き方改革にも繋がっている。

◆小学校高学年の時期に、複数の教員の目で児童を

捉え多面的に関わることにより、一人一人の児童理解

を深め、きめ細かな指導に生かすことができている。

● 久美浜学園における教科担任制の概要



３．小中一貫教育の取組概要

[石川県] 珠洲市立宝立小中学校（義務教育学校）

● 教育目標：ふるさと宝立の自然や人に学び、たくましく生き抜く子の育成

● 所在地 ：珠洲市宝立町鵜飼丑部８３番地

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 ４ １５ ３ １４ ７ ５ ２ ５０ １０ ７ ４ ０ ２１ ７１

学級数 １ １ １ １ １ １ ６ １ １ １ ０ ３ ９

●施設一体型（小学校棟を中学校棟に増設、７年教室は小学校棟に設置）
●小学校棟（１年〜４年は1階フロアで隣接、５年〜７年は2階フロアで隣接）

中学校棟（８年・９年は3階フロアで隣接)

●校長：1名配置
●教職員：兼務発令なし

小学校教員 中免許状保有者数（国１・社１・数２・理１・英１）
中学校教員 小免許状保有者数（１名 ※免許状教科で前期課程の教科担当可） （R3.4現在）

●教育課程の特例：きらり英語科（１・２年生の国際理解教育としての英語授業１０時間）
●区切り：４－３－２制
●学校行事等：４－３－２制の各ブロックによる集会活動、ブロックで行う「ふるさと珠洲科」の学習発表会

●教科担任制：一部教科担任制
（小学校の６年社会・理科・図工・家庭・体育、５年図工・体育、４年音楽・図工、２年図工・体育）

●教員の相互乗り入れ：中学校教員が上記の一部教科担任制の教科に乗り入れ

●４－３－２制の各ブロックによる集会活動、縦割り班による運動会・文化祭、縦割り遊び集会、ブロック遠足

●教職員の加配配置

●ふるさと珠洲科（総合的な学習の時間）の学習における地域・関係機関の協力体制

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
人口減少社会における学校教育の在り方を検討する中で、豊かな人間性と自立心をもった児童生徒を育成するために
は、地域に根差し開かれた学校づくりを推進するとともに、小・中が緊密に連携し、義務教育９年間を見通した一貫性
のある教育を行う必要があるとの結論に至ったこと。
【具体的な経緯】
・平成２０年８月 「珠洲市における学校統合問題（今後の望ましい教育環境）」答申
・平成２０年１０月 宝立地区学校統合問題に係る説明会・意見交換会（平成２１年５月まで 計５回開催）
・平成２１年８月 宝立小中学校一貫教育検討委員会（平成２２年７月まで 計３回開催）
・平成２１年１２月 珠洲市小中一貫教育協議会（平成２２年７月まで 計６回開催）
・平成２４年４月 小中一貫校として珠洲市立宝立小中学校 開校
・平成２８年４月 義務教育学校として珠洲市立宝立小中学校 開校
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施設活用

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他

小学校棟 中学校棟

第１年〜第７年 第８年・第９年

児童生徒約60人 生徒約11人

教職員約10人 教職員約11人

●ふるさと珠洲を愛し、思いやりの心をもって、地域の未来、そして日本の未来に活躍できる人間力をそなえた児童生徒を育成する。
●義務教育９年間を児童生徒の発達段階を踏まえ、指導の連続性を確保した継続的な指導を行うことで児童生徒の個性の伸

長を図る。



テーマ：小学校と中学校の教員の相互乗り入れによるすべての児童生徒
とかかわりあう学習環境

これまでの成果と課題、今後の取組

●多様な教員や価値観との出会いとしての道徳の乗り入れ

●一部教科担任制としての乗り入れ

●学力に課題がある生徒へのきめ細かな指導としての乗り入れ

小規模校においては、様々な価値観に出会うことや多様な教職員から指導を受けることが限られたり、人間関係が

固定化したりするなどの課題が挙げられることが多い。しかし、反面、異学年の交流を図りやすく、一人一人の児童生

徒にきめ細かい指導がしやすいという利点もある。本校では、小規模校の利点と義務教育学校として小中教員の相

互乗り入れ授業等の学習環境を工夫することを通して学力向上や社会性・人間関係の育成に取り組んでいる。

小規模校と義務教育学校の利点を生かすことで、次のよう
な成果がみられる。
・多面的・多角的な思考につながる学習環境の向上
・学習環境の向上による学習意欲や内容理解の向上
・学校全体で社会性や人間関係をそだてようとする
教職員の一体感の向上

今後、以下の課題については引き続き改善を図るよう取り組
んでいく必要がある。
・前期課程と後期課程の指導の連続性を図るための指導
の一貫性の確立（「意識する・つかむ」「考える」「深める」
「まとめる・生かす」の４つの学習過程の共通実践と育てた
い力を付ける指導法の充実を図る研究体制の確立）

・小規模校の中においても切磋琢磨する環境の創出

・学力に課題がある生徒に生徒の学力や課題を把握している
前期課程（小学校）の教員がT2として支援にあたることで、
生徒の課題に対応したきめ細かな指導をすることができる。

・T2はT1と協力しながら課題解決のヒントの提示、
発表の仕方の示唆、ノートの書き方の指導等を行う。

・乗り入れ道徳をすることで、様々な価値観に出会うことや
多様な教職員の指導を受けることができるようになる。

・全職員が全校児童生徒と授業で関わることで児童生徒
理解を深めることにつながっている。

・学校全体で児童生徒を育成する教職員の意識や９年間を
見通して一貫した指導をしていこうとする意識の向上につな
がっている。

・後期課程（中学校）の教員が担当教科の乗り入れ授業
を行うことで発展的な指導や専門的な視点での指導を行う
ことができる。

・今年度は、後期課程（中学校）の社会、理科、家庭、
美術、音楽、体育の教員が下表の前期課程（小学校）
の学年に乗り入れを行っている。
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学年 ２年 ４年 ５年 ６年

教科
図工
体育

音楽
図工

図工
体育

社会・理科
図工・家庭・体育

【専門的な視点での指導例】

＜６年理科「物の燃え方と空気」＞

酸素が減り二酸化炭素が
増える現象を分子モデル
を使って説明することで
児童に酸素が減ることの
具体的なイメージをもた
せることができた。

教科 教員 分担

数学
後期課程（中学校）教員 Ｔ１（教科指導）

前期課程（小学校）教員 Ｔ２（生徒支援）

１年
担任

２年
担任

９年
担任

９年
副担

担当
学年

４年
７年

５・６年
９年

２年
７年

３年
９年

【数学の授業でのTT】

【児童生徒アンケート「授業の内容がよくわかる」】

【全校（小中合同）研究授業整理会】



中学校数学の学習内容である「整数の性質」を、６年生で学習。
中学校外国語の学習内容の一部を、６年生で扱うことを検討中

⚫ 「９年間継ぎ目のない教育」を実現し、予測困難な時代を生きていく児童生徒の資質・能力の育成を目指す。
教員の相互乗り入れ授業、９年間一貫した児童生徒指導や特別支援教育、児童生徒の縦割り活動など、
義務教育学校ならではの取組を充実させる。

⚫ 隣接型の施設であり、20〜30ｍの渡りを通って、小学部・中学部の
行き来をすることができる。

⚫ 小学部のクラブ活動で中学部のグラウンドを使用している。

⚫ 管理職： 校長１名、准校長１名※１、副校長２名
⚫ 教職員： 兼務発令なし

※１ 小学部・中学部を総括する職として准校長を置いている。

⚫ 教育課程の特例：

⚫ 区切り：６－３
⚫ 学校行事等：第６学年「前期課程修了式」、第７学年「後期課程進級式」、第９学年「卒業式」

⚫ 教科分担制※2：小学部高学年、一部教科において実施
第５学年⇒社会・理科・音楽・家庭科・体育・外国語 第６学年⇒社会・理科・音楽・図画工作・家庭科・体育・外国語

⚫ 教員の相互乗り入れ：中学部教員が第６学年の音楽、図画工作に乗り入れ
小学部教員が第７学年の国語、第７・８学年の数学に乗り入れ

※２ １人の教員が特定教科を受け持ち、複数の学級で授業を行う指導法。教科担任制ともいわれる。

⚫ 全校児童生徒による縦割り活動「きりたまタイム」「きりたま給食」

⚫ 小中一貫教育推進のための教員（常勤を１名、非常勤を１名）加配（横浜市独自）

３．小中一貫教育の取組概要

[神奈川県] 横浜市立義務教育学校霧が丘学園

● 教育目標：人とのかかわり合いを大切にした教育を推進し、豊かな人間性をもった児童・生徒を育てる

● 所在地 ：

● 施設形態： 施設隣接型

● 児童生徒数（R3.10.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 75 55 72 80 86 105 28 501 78 91 92 11 272 735

学級数 3 2 2 2 3 3 4 19 2 3 3 2 10 29

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
パイオニアスクール事業で小中連携の実践を行い、併設型の小中一貫教育校を霧が丘中ブロックに設置することが決定
【具体的な経緯】
・平成２２年度 横浜市立小中一貫校霧が丘小中学校開校
・平成２８年度 義務教育学校へ移行 横浜市立義務教育学校 霧が丘学園 に改称

（義務教育学校）

－16－

施設活用

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

前期課程校舎 後期課程校舎

第１年〜第６年 第７年〜第９年

児童501名 生徒272名

教職員41人 教職員34人

（前期課程校舎）横浜市緑区霧が丘４丁目３番地

（後期課程校舎）横浜市緑区霧が丘４丁目４番地



テーマ：「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた小中合同の授業改善・授業研究

これまでの成果と課題、今後の取組

－17－

●小中合同で参観した研究授業の一部

●義務教育学校で行う、小中合同の授業研究とは？

⚫ 研究テーマについて、小中合同で考える。小学部としてどうなのか、
中学部としてどうなのか、小中連続した指導するにはどのような視点
が必要なのか、何を意識するのかなどを指導主事を交えて協議する。

⚫ 中学部の全職員と小学部の全職員で授業を参観

授業後

令和３年度の研究授業はどうやって小中合同でやったのか！？

【 Ⅰ 教科会 】 ９年間の学びの系統性・連続性を大切に

【 Ⅱ 研究授業 】 令和３年度の研究テーマ 『 I（いきいき）C（チャレンジ）T（hinking）！！』

小学部と中学部の教員が合同で、Ⅰ教科会を行う Ⅱ研究授業を参観して研究協議をする

 ICTを効果的に活用しながら「主体的・対話的で深い学び」を実現し、各教科の思考力を伸ばすことを目標に、小中合同で研究授業を行った。
 本年度は、小学部・中学部で計７本の研究授業を行い、その後ワークショップ型研究討議を伴う授業研究会を行う。
 【小中一貫 ９年間の学びの連続性】、【考える力】、【よりよい授業づくりのために】という３つの視点でワークショップを行う。

 特色を生かし、９年間のつながりを意識した授業に挑戦しており、授業改善を繰り返していくことで学習効果がさらに上がることを目指している。
 １〜４年（基礎・基本の習得期）、５、６年（小中接続期）、７〜９年（学びの発展期）と位置づけ、定期的に行う小中合同の教科

会で、小学部と中学部の教員が担当の教科に分かれて、小中接続を意識した授業づくりに向けて共同で研究している。

・ 数学「チキンナゲット問題」から探る、一次不定方程式の解法(7年生)
・ 英語「To effectively use computer technology in the 

classroom to promote further discussions and aid 
communication」(9年生)

 近代の世界大戦の学習から、なぜ戦争が起こってしまうのかを考え
る授業を実施。

 考えるときに、政治・経済・外交面といった多面的な考えと、日本・
アメリカ・ドイツ・ソ連などの立場を変える多角的な考え方を【ロイロ
ノート・スクール】の思考ツールを利用して考察。

 下図のように図式化し、「思考を可視化」することで、より思考が深
まり、主体的に学ぼう・対話しようとする場面が見られた。

≪ 思考ツールで戦争が起こる理由について考えた図 ≫

【 授業の一例 】 今年度のテーマ「ICTの効果的な活用方法」について、授業を基にした
意見に加え、各個人で実践してきた内容も含め多様な意見を共有した。

Ⅰ 思考ツールを使って、思考を可視化
思考の流れを可視化することで、情報や考えを整理することができ、

児童生徒同士で意見の交流もできるため、全員で協働的に学習を
進められる。学びの履歴がポートフォリオとして残り、児童・生徒が自
分の学習を振り返り、主体的な学習へつなげていくこともできる。

Ⅱ 自宅学習では、授業をライブ配信
分散登校時に、 google classroomを用いて、教室での授業の

様子をライブで配信できる。家からでも発言可能であり、距離を超え
て対話的な学びができ、共に１つの授業を作りあげることができる。

Ⅲ 黒板の内容をgoogle classroomで配信
分散登校時に自宅学習の生徒にも黒板の内容が

分かるように、事前に黒板の写真を配信した。この取
組が通常登校時にも生かされ、自分の端末で過去の
黒板の内容を振り返る等、主体的な学びが生まれた。

Ⅳ 自宅での学びやグループ学習に活用
運動会のダンス練習で、分散登校時は、1人1台端末を持ち帰り、

各自が自宅で手本動画を見て主体的に練習した。通常登校となり、
全体練習に加えてグループごとに撮影した動画をもとにアドバイスをし
合う練習を取り入れ、対話的に学び、質の高い演技に高めた。

Ⅴ 学校行事等でも活用
修学旅行のガイドブック作りで、インターネットや資料をもとに各自が

ロイロノートに下書きしたものを、共有し対話することで、他者の内容
やレイアウト等の優れた点を、自分の制作に主体的に生かした。

(例) 令和3年度の全国学力・学習状況調査の質問紙調査（６年生）において、
・“自分の考えを話したり必要に応じて質問したりする”児童の割合が全国平均よりやや低い。

→ 子どもが表現する手立てが増えるので「見える化」を意識する。 → 主体的な学びにつながる
・“自分の考えとその理由との関係が分かるように書いたり、表現を工夫して書いたりしている”児童の割合が高い。

→ ロイロノートの回答共有機能で考えを共有することで個々の学びを協働的な学びにつなげる。 → 対話的な学びが生まれる

※ その他、「教師自身も学び続ける」、「様々な場面で様々なツールを使ってみて慣れるところから始める」、「紙の利点も生かす」等の意見も共有した。

・ 社会「なぜ戦争が起こるのか」(9年生)

前期課程 後期課程

成果

・研究会で実践を交流しあい、スキルアップをしてきた。児童も
思考ツールや録画機能を学習に生かせるようになってきている。

・6月の研究授業以降端末使用頻度が急速に上がり、デジタル教科
書の使用や健康観察の端末入力など様々な場面で活用できた。

・霧が丘の目指す子ども像を全職員で設定・共有し、この子ども像をもとに、各学年の指導目標を設定・共有した。
・各指導部で定期的に小中合同の指導部会を開き、授業研究をはじめ、児童生徒の情報共有、縦割り活動の計画等ができた。

課題
・iPadを使った授業は動機付けには有効で授業もスムーズに流
れるようになったが、思考力の伸長につながっているかは検討中。

・ロイロノートやGoogle Workspaceで課題提出を求めた場合、端
末を自宅に持ち帰れないことで、紙媒体に比べやりにくさを感じている。

今後の
取組

・研究授業を通して、教科ごとの特性に合ったICTの活用と思
考力の伸長との関係について研究していく。

・小中一貫校のメリットとICT端末の効果的な活用を研究し、主体
的・対話的で深い学びの実現を目指す。

●小中合同で行った研究協議の一部

９年間の系統性と連続性を意識した主体的・対話的で深い学びの実現

教科の課題等を踏まえて、小中合同で今後意識していくことを確認



３．小中一貫教育の取組概要

校長コラム つくば市立みどりの学園義務教育学校 校長 毛利 靖

「校長１人の場合の学校経営」 （義務教育学校）

● 教育目標：世界のあしたが見える学校 学びたくなる学校

● 所在地 ：茨城県つくば市みどりの中央12－1

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 303 271 246 208 129 137 62 1356 97 82 54 6 239 1595

学級数 9 8 7 6 4 4 10 48 3 3 2 2 10 58

⚫ 9年間の教育を通して、身に付けたい力・目指す児童生徒像を共有化し、系統的な教育を行う。
⚫ 義務教育学校の特長を活かし、家庭の協力、幼保、地域、大学研究機関との連携を図りながら推進する。
⚫ 9年間を見通した弾力的・効果的な教育課程を編成・実施する。

⚫ 校長：1名、副校長：1名、教頭：2名、教務主任：2名配置、校務は小中で分けず業務内容で分担
⚫ 教職員：義務教育学校であるため兼務では無く、一つの学校として発令。小中授業が持てる。

⚫ 教育課程の特例：つくばスタイル科を創設（総合、生活科、特活等を使って21世紀型スキルを育成）
⚫ 区切り：４－３－２
⚫ 学校行事等：全学年での問題解決学習の成果としての大型提示装置を使ったプレゼンテーション
⚫ 全職員全学級による9年間プログラミング学習（つくばスタイル科及び各教科）、スクラッチを発達段階に応じて系統的

に活用することで、日常的な活用に進展。プログラミングをSDGsやSTEAM教育に応用。

⚫ 教科担任制：第5学年から、全教科において実施
⚫ 教員の相互乗り入れ：中学校教員が小学校の音楽、美術、体育に乗り入れ、小学校教員が中学校の社会、技術、

家庭に乗り入れ

⚫ 後期課程生徒が、1年生にPC支援、委員会活動（5〜9年）、7年が6年に職場体験プレゼン、合唱祭・体育祭・入
学式・卒業式など学校行事は1〜9年生全校で実施

⚫ つくばスタイル科を実施するための事業費を各学園に手当てしている

⚫ 小学校（前期）教員も部活動指導、学校運営協議会、PTA組織未設置で支援組織が協力

ねらい

１．学校（区）概要

２．導入経緯

【検討開始のきっかけ】
小学校高学年の指導困難化や中1ギャップなど小中の教育課程の枠組みが児童生徒の実態に合わなくなってきたため
【具体的な経緯】
・平成24年度 市内全小中学校で小中一貫教育を推進
・平成30年度 みどりの学園義務教育学校、学園の森義務教育学校、秀峰筑波義務教育学校 開校

－18－

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他



テーマ：～９年間のグランドデザイン、教育課程の特例を活用した特色ある学び（プログ
ラミング学習）、全職員で行う「魅力ある学校環境」での「ワクワクする授業」～

－19－

本校は、児童生徒増加にともない平成30年4月につくば市の公立義務教育学校として開校した。開校時、校長として最初

におこなったことは「グランドデザイン」の作成である。「グランドデザイン」は、学校運営上極めて大切であり、校長に与えられた

重要な権限である。作成に当たって考えたことは、新学習指導要領など国が打ち出す施策の多くが、Society 5.0時代を見据

えていることであり、つくば市の小中一貫教育推進のシンボルである「つくばスタイル科」は、教育課程の特例で作った教科であり、

21世紀型スキルの育成を目指していることである。これらのことから、学校教育目標を「世界のあしたが見える学校」とし、「21

世紀型スキル」「世界最先端ICT教育」「問題解決STEAM学習」「SDGｓ」「幼保小中高大連携」などを柱としたグランドデザ

インを作成した。作成してわかったことは、これらのことは、すべてICTが無くては

実現ができないということである。ICT教育は言うまでも無く、問題解決学習に

おいて、児童生徒が課題を見つけ、解決していくためには、教員が用意した教

材だけではなく、自らICTを使って、調べたり協働したりしなければならない。そう

したことを踏まえて、校内のICT教育環境整備を進め、教職員に対しても積極

的なICT活用を推進した。

つくば市では、プログラミング教育や英語教育は発達段階に応じて、9年間で習得することを目指している。そこで、少しずつで

も良いので全学年全職員で行うことにした。とは言っても、プログラミングを知っている教員は、小学校担任20名中2名しかいな

かった。そのため、その2人の教員を低学年ブロックの3年と高学年ブロック5年に配属し、各学年の教員が相談できるようにした。

さらに、各学年に比較的ICTスキルのある教員をICT部員として配置した。各学年でプログラミング学習を実践する際は、最初

にICT部員の教員が実践を行い、他の担任は、授業を見学したり、資料をもらったり、相談したりしながら、次々と他の学級で

実践が行われた。資料をもらった教員は、自分が使いやすいように改良していったので、最後の学級が実践する頃には、ICTが

得意な教員よりも上手に授業ができるようになった。また、プログラミングに精通した中学技術担当の教員が、放課後、前期の

教員にプログラミングの使い方をアドバイスする姿が見られた。小中の垣根を超え全職員が一体となって取り組むことにより、教職

員には高い同僚性が生まれ、かつ、各学年、少し実践時期がずれたが、開校1年目で小学校1〜6年生まで全学年全学級で

担任がプログラミング学習を行うことができた。

2040年代Society5.0時代にリーダーとして活躍するための力の育成

小中の垣根を超えた全職員による取組と成果 【グランドデザインの一部】

「全職員でプログラミングやオンライン学習がなぜできるのか」と、よく聞かれる。本校では、研究指定を受けているわけでは

なく、職員はプログラミングの達人ではなく、たくさん研修をおこなっている訳でもない。

強いて言えば、全学年全職員「なんでもやってみよう」「みんなに聞いてみよう」という雰囲気がある。がんばってやって

いることは、失敗しても批判しないし、実現できるように支援する。保護者にも理解を求め、教職員みんなで「魅力ある学
校環境」での「ワクワクする授業」を目指している。だから、プログラミングの授業をしているときの先生は、いつも楽しそうで

ある。新任・ベテラン・小中の垣根を超えた「全職員」で日常的に相談して教材研究を進め、授業改善に繋がるよ
うに自らも楽しく取り組んでいる。児童が「学びたくなる学校」は職員も「学びたくなる学校」なのである。

SDGsやSTEAM学習へと夢が広がるプログラミング学習

◆学習への展開

学習への展開事例として、1年生では、多目的ホールに大型提示装置を5台集めて、コロナ

禍で水族館遠足に行けない児童のために、児童が描いた魚をプログラミングで泳がせたり、6年

生では、SDGs・STEAM学習「プログラミングで地球を救おうプロジェクト」として、児童1人1人

がさまざまなプログラミング教材を使い、問題解決しようとしている。 さらに、6年生までの学習

を後期のつくばスタイル科に生かし、「貧困や環境に配慮したAI

農業（マイクロビットを使って環境制御等）」「マインクラフトを使った住みよい街づくり」「生態系

シミュレーション」などに発展させる活動となっていった。こうした学習を展開することで「授業が楽し

い」「勉強ができるようになった」と90％以上の学園生が答えている。

また、新型コロナウィルス感染症により令和2年4月から約2ヶ月間にわたって休校となり、多く

の学校がオンライン学習で困っており、教科書の学習を進めるのがやっとであっただろう中、本校

では、社会では都道府県クイズを作ってみようとか、国語では物語の情景をプログラミングで表現

してみようなど、プログラミングを使った学習課題を出していた。そのおかげで、休校時でも、一斉学習やプリント学習だけになるこ

となく、楽しくワクワクする学習とすることができた。

【1年水族館プログラミング】

【9年生態系シミュレーション】

【3年国語プログラミング学習】

開校1年目のプログラミング学習は、市のプログラミングカリキュラムどおりに進めてきたが、2年目以降は、教員がその意味を
理解し、オリジナルなプログラミング学習へと発展させてきている。

◆教員の学び

教員の学びとして例えば、開校1年目に1年担任が、2年目は3年生の担任となり、1年国

語「スイミー」の単元で行ったプログラミングの学習を生かして3年国語「短歌」でプログラミング

を活用した。この教員は、以前プログラミングの経験は無かったが、教科の中でのプログラミング

の有効活用を主体的に考えて実践し、同僚にプログラミングを広める結果となった。また、後

期課程教員が児童のスキルの高さを知り、以前より高度なプログラミングにカリキュラムを変更

するなどプログラミング学習はどんどん広がった。



３．小中一貫教育の取組概要

校長コラム 戸田市立戸田東小学校 校長 小髙 美惠子
戸田市立戸田東中学校 校長 鈴木 研二

「校長２人の場合の学校経営」 （併設型）

● 教育目標：グローバル社会で将来 豊かに生き 活躍できる児童生徒の育成

● 所在地 ：埼玉県戸田市下戸田１－１１－１５

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 １ ２ ３ 特支 計

児童生徒数 196 196 214 160 182 158 10 1116 160 129 117 2 408 1524

学級数 ６ 6 ６ ４ ５ ４ 2 33 4 4 3 1 12 45

⚫ 義務教育９年間を見通したPBL ・ STEAM 教育カリキュラム「東雲カリキュラム」を作成し、「課題発見・
解決能力、論理的思考力」を育むことでグローバル社会で活躍できる児童生徒の育成を図る。

⚫ 校長：各校に配置 ●教職員：兼務発令なし

⚫ 教育課程の特例：（教育課程特例校として、小学校第３・4学年 外国語活動（各７０時間））
⚫ 区切り：６－３
⚫ 学校行事等：ステージごとの学習発表会、小学校卒業式、中学校入学式

⚫ 教科担任制：一部教科担任制（小学校第4年から理科、 音楽科 小学校第５学年から国語、社会、
算数、理科、音楽科、図画工作科、家庭科、外国語）

⚫ 教員の相互乗り入れ：実施なし

⚫ 児童会生徒会交流 ●小中合同避難訓練・引き渡し訓練 ●小中合同音楽会
⚫ 小中合同委員会活動 ●PBL学習交流会

⚫ 各校の特色ある学校づくりのため補助金を配当、取組を支援
⚫ 小中カリキュラム研修会の実施（管理職・主幹教諭・教務主任・研究主任）
⚫ 戸田東小・中学校に対する教育課程編成についての指導・助言

⚫ 小中一体の職員室・休憩室の設置 ●小中合同教職員研修会の実施

ねらい

１．学校（区）概要
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教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他

戸田東小学校 戸田東中学校

【検討開始のきっかけ】
児童生徒数の増加と校舎の耐震・老朽化における建て替えのため
【具体的な経緯】
・平成30年度
・令和元〜３年度
・令和２年度
・令和３年度

２．導入経緯

小中合同学校運営協議会の導入
小中連携研究校として研究委嘱（戸田市教育委員会）
小中９年間の学びを見通した東雲カリキュラムの作成
新校舎にて小中一貫教育を実施



◆職員室改革編
本校は、小中学校の職員室も一体型となっている。小中学校のエリアは２つに分かれている

が、その間をつなぐスペースには、 大きめのテーブルとスタンドテーブルがそれぞれ３台ずつ設置
されている。小中一貫教育を進めていく上で、小中の教職員間での共通認識を醸成し、９年
間の系統性ある教育目標や計画等を設定していくことが重要である。そのため、教育課程、生

徒指導、教科指導、安全指導、キャリア教育、特別支援教育
等の小中合同プロジェクトチームを設け、日頃から職員室スペー
スを活用しながら話し合いが進められている。研究推進や教科
指導、生徒指導などの情報交換や協議が迅速にタイムリーに行
われることで、教職員間の意思疎通が図りやすく、生徒指導上も
適切に対応できる大きなメリットがある。そして何より小中学校という壁がなくなり、９年間で子
供たちを育てていくビジョンとチームワークが深められている。

全国公立小中学校でGIGAスクール構想が始動した令和３年４月、「令和の教育」を実現する施設一体型戸田東小
中学校が開校した。小学校と中学校の文化と伝統を尊重し合い、それをバランスよく融合しながら「令和の学校」「令和の学
び」を新たに創り出すことが期待されている。

今後の社会は、Society5.0の到来などにより、AI Iot ロボティクス等の技術革新が加速度的に進んでいく。VUCAな未
来社会で、持続可能な社会を創る主人公である子供たちには「AIでは代替できない力」「AIと共存、創発できる力」を身に
付けることが必要だ。本校では、９年間を通して３つのスキル「21世紀型スキル」「汎用的スキル」「非認知スキル」の育成を
目指す教育を進めてきた。そして「何のために学ぶのか」という学ぶ動機を獲得し、生涯にわたって学び続ける人に育てるため
にも、学校教育修了後出て行く社会で役立つ資質・能力を身に付けるためにも、学校教育では、教室と社会、学びと実社
会を結びつけることを常に意識していくことが重要と考えている。

戸田東小中の学びの中枢は、生活科や総合的な学習の時間を基軸にした９年間を通じた学び、PBL『東雲』である。
『リアル』『横断的』『多様性』をコンセプトに、教科横断的なカリキュラムを組み、トライ＆エラーを繰り返しながら目的と対象と
明確にした課題解決型探究学習を進めている。PBLは想定外の事柄に柔軟に対応できる力が必要とされる時代に生きる
子供たちには、生産性の高い学びのカタチである。目の前の子供たちが、根拠をもって選択し行動する力、失敗を恐れずに
最善を尽くす力、対立やジレンマを克服しながら協働的に取り組む力、さらにもっている知識やスキルを組み合わせて最適解
を出せる力を身に付けて欲しい。PBLはそれを
実現する『学び』である。
東雲カリキュラムには、９年間を貫く統一した『本

質的な問い』がある。それは「ともに生きる社会に
おいて、人々が『幸せ』に感じるために自分たちで
できることは何か」である。学習テーマは「健康」
「安全」「食」「環境」「福祉」等々と多様に定めては
いるが、本質的な問いの対象は発達段階に応じて
「自分や身の回りの人のために・・・」
「学校生活において・・・」「地域の一員として・・・」
「地球市民として・・・」とスパイラルに拡がっていく。
また、「プロジェクト型の学び方を学ぶ」ということに

も９年間の縦の系統性を貫きながら進めることで、

学びの連続性と深化を図っている。

－21－

＜PBLの学びの成果
戸田市プレゼンテーション大会金賞＞

＜職員室スタンドテーブルでの
小中打合せ＞

＜小中学校の職員室と共有スペース＞

＜STEAM Labでの
小中合同研修＞

9年間を見通した探究的な学び

「令和の学校を創る」教職員集団

そして今、戸田東小中のPBLをさらに進化するために、教科横断や創造
性、テクノロジーの一層の活用という視点からPBLを見直し、STEAMへのト
ライを始めている。Intel、Adobe、RICOH Japan、Avalon等、企業の
ご協力をいただいたSTEAM Labでは、最先端プロ仕様の機材が配備され、
子どもが夢を語り、ワクワク感を実現する場になっている。
今後の探究の各過程の質のアップデートが楽しみである。
＜子どもの可能性に蓋をしない＞私たちはこの言葉を心に刻み、教育の

天気図を視野に入れながら、引き続き未来の創り手である子供たちがワク
ワクと無限大に育つ学校を創っていきたい。

テーマ：～9年間を見通した探究的な学び、「令和の学校を創る」教職員集団～

◆学び合い編
９年間を通じた学びを目指し、令和元年度より小中学校の教員は合同で研究推進に取り

組み始めた。小学校のきめ細かい指導と中学校の専門性を活かした指導を相互に学び合い、
指導力の向上に努めてきた。また、小中合同の研究推進組織が中心となり、PBLのカリキュラ
ム作成など理論面での研究を進めると共に、授業研究を通して実践面での研究も推進してき
た。正に、小中学校９年間の系統性・連続性を踏まえ、令和の学びの実現に向けて、現在も
日々、小中学校の教員集団の学び合いが行われている。



３．小中一貫教育の取組概要

[高知県] 高知市立義務教育学校 土佐山学舎（義務教育学校）

● 教育目標：ふるさとに誇りをもち 将来をたくましく豊かに勇気をもって生き抜く児童生徒の育成

● 所在地 ：高知県高知市土佐山桑尾13

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

前期課程 後期課程
総計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 15 16 15 18 18 16 2 100 17 10 13 3 43 143

学級数 １ １ １ １ １ １ 2 8 1 1 1 1 ４ 12

⚫ 校長：１名配置、教頭：２名配置（前期課程担当、後期課程担当）

⚫ 教育課程の特例：なし
⚫ 区切り：４－３－２のブロック制（とさやま「志」メソッド）

⚫ 教科担任制：
第３学年（体育）、第４・５学年（音楽、体育）
第６学年（理科、音楽、体育)

⚫ 教員の相互乗り入れ：
後期課程の教員が前期課程の授業にTTとして乗り入れ

（３年算数、６年算数、５年図工、５・6年外国語・総合）
第７学年の数学及び英語に、前期課程の教員がTTとして乗り入れ

⚫ 外国語の授業での異学年交流（６年生と９年生）
⚫ 英語活動、掃除、地域行事の完全縦割り

⚫ 義務教育学校としての加配教員の配置
⚫ スクールサポートスタッフの配置 ● 研究推進に対する指導・助言

⚫ 後期課程は全生徒が部活動に入部（バドミントン部もしくは英語部）
⚫ 学校運営協議会及び地域学校協働本部の設置
⚫ 小規模特認校制度による、校区外児童生徒の受け入れ

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
急激な少子高齢化を受け、平成22年に保護者や地域住民から土佐山地域に学校を残し、小規模校の強みを活かした社会教育と学校教
育を地域とともに一体的に推進する「社学一体教育」を実現するための「小中一貫校」の整備に係る要望が出され、平成23年３月に、高知
市が提案した「土佐山百年構想」の中に、「社学一体・小中一貫教育プロジェクト」 が一つの柱として明記された。
【具体的な経緯】
・平成25年度 高知市の施策として、土佐山小・土佐山中の統合整備事業が開始
・平成27年度 小中一貫教育校「土佐山学舎」開校
・平成28年度 小中一貫教育を制度化する法改正を受けて、「高知市立義務教育学校土佐山学舎」となる
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教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他

教 育 方 針

９年間を見通した系統的・継続的な学習指導

９年間を見通した系統的・継続的な生徒指導

９年間を見通し、地域に根ざした特色ある教育活動

異学年交流・地域社会との交流

個に応じた指導・支援の充実

学校・家庭・地域社会が一体となった教育環境づくり

⚫ 土佐山小・土佐山中時代の小規模校・少人数を強みとして継承し
個に応じた指導の充実を図る。ブロック毎の学習や異学年交流を通
じて、９年間の系統性・継続性を重視したカリキュラムに基づいた教
育活動を進める。また、土佐山地域で培われてきた「社学一体」の理
念に基づいた、学校・家庭・地域が協働しての学校づくりや児童生徒
への支援に努める。



テーマ：９年間で夢と志を育むことを通じた学校を拠点とした「地域の活性化」

これまでの成果と課題、今後の取組

－23－

取組の工夫 ９年間の学びのストーリーを描くことで系統的に学習を進める

具体的な取組

２ ゆず祭りの開催（平成30年度９年生）
土佐山地域の特産品であるゆずをアピールするため、地域に向けて、ゆず祭りの開催を

提案。祭りの企画や運営はもちろん、ゆずを使った食品開発をしたり、企業からの支援をい
ただくために、いくつかの企業に出向き、祭りの企画に関するプレゼンを行い、支援を受けるこ
とができた。さらに、高知県知事や高知市長に、直接交渉・依頼し、当日の出席について
約束をもらうことができた。平成30年度に、高知市中心市街地にある「ひろめ市場」で開催
し、大盛況であった。ゆず祭りは令和３年度で４回目を迎える。

３ 土佐山ツアー（令和元年度９年生）
土佐山地域への交流人口を増やすため、地域内を巡る観光ツアーを企画・立案し、実

際に旅行会社に商品として一般の方へ販売してもらった。ゆずの収穫体験から地域の食材
を利用した昼食や買い物など、土佐山学を学んできた９年生だからこその土佐山色満載の
ツアーが完成！当日は、23名のお客さんに土佐山をたっぷりと味わっていただき、最後は涙
涙のツアーになった。令和３年度は、外国人を対象にしたツアーを開催し、英語を使っての
地域の案内や日本文化の説明などを行った。

１ 卵かけご飯にかけるオリジナルのタレづくり（令和3年度５年生）
土佐山にある地元特産品の販売所「BAL土佐山」では、土佐ジローの卵を使った卵かけ

ご飯が人気である。この自慢のメニューをさらにおいしくするために、５年生が卵かけご飯にか
けるタレの開発に挑戦！
専門学校の先生監修のもと、土佐山の特産品を使ったタレをいくつか考案し、実際に試

食していただいて、一番人気を決定。今後、そのタレを販売してもらえるよう、地域の企業に
交渉する計画をしている。

本校は平成27年に開校し、令和３年度で7年目を迎える。開校前は57名であった児童生徒数は、小規模特認校制度を利用して入

学してくる児童生徒が年々増加し、令和３年度は143名になった。開校当時は２・３年生と５・6年生が複式学級だったが、現在では1

年生しか区域外からの入学募集をしておらず、応募多数のため、毎年抽選が行われている。地域の方々からは、「子どもたちの人数が増え

たことで元気がもらえる。私らあももっと頑張らにゃあ」という気持ちになるという声を聞く。

本校への入学希望の理由は、土佐山学と英語教育を挙げる家庭が多い。土佐山学は、単なるふるさと学習ではなく、地域を教材に学

習するなかで、将来のキャリア形成に生かせる資質・能力を身に付けることを目標とし、特にコミュニケーション能力の育成を行う。そのため、

本校では、英語教育においても実践的な場面で使える英語力を身に付けること（英語検定２級合格）が最終ゴールとなっており、毎年

合格者が出ている。

祭りやツアーの企画以外にも、地域のＣＭ動画を作ったり、「かなば」（かんなくず）のコサージュで土佐山の木を世界へ発信しようとしたり、

模擬株式会社を作って地域限定の商品を開発するなど、子どもたちの挑戦はすべて本物への挑戦である。そして、子どもたちが８、9年生

になる頃には、誰もが日本語でも英語でも土佐山のことを熱く語れるようになる。地域を広くＰＲし続けることにより、地域の活性化にもつな

がっていると思われる。今後は、地域が子どもたちのアイデアを地域のイベントとして継続できるよう、学校としてどのように関わっていけるかを考

えていかなければならない。

本校では、１・２年生の「生活科の地域の自
然や人に関わる学習」、３〜９年生の「総合的
な学習の時間」を“土佐山学”と呼んでいる。地
域の豊かな資源・人材に関わる活動を学習の中
心に据え、１年生から９年生まで、９年間の学
びのストーリーを描くことで系統的に学習を進めて
いる。１〜４年生では、土佐山のよさを発見した
り楽しい体験をしたりする。５〜７年生では、地
域の抱える課題を見つけ、課題解決の方法を考
え地域に提案する。そして、８・９年生は、土佐
山学の集大成として地域活性化につながる「土
佐山貢献プロジェクト」へ挑戦することになる。これ
は、７年間かけてこれまで学んできた土佐山のよ
さも課題も全て熟知しているからこそできる貢献と
なる。
テーマの変更はないが、学習内容は、学習の振

り返りをするなかで出てきた新たな課題を解決す
るために、探究的に翌年も継続して取り組んだり、
新たな学習内容に切り替えたりするなどしている。

また、４年生の川の学習に関連して、社会科のまちづくりや水に関する単元では地域の浄水場に赴いて水の学習を行うほか、地域を
流れている鏡川で水生生物の観察をして理科の学習につなげ、さらには図工での表現に関する学びを生かしたプレゼン資料で発表を
行う等、各教科と土佐山学の学習を横断的に進めていくようにしており、カリキュラム・マネジメントを効果的に機能させている。



３．小中一貫教育の取組概要

[福岡県] 飯塚市立小中一貫校幸袋校（併設型）

● 教育目標：自ら学び、仲間とともに、志（夢）の実現を目指して挑戦する子どもの育成

● 所在地 ：飯塚市中730番地1

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 77 78 67 80 73 83 35 493 64 74 68 8 214 707

学級数 3 3 2 2 2 3 6 21 2 2 2 2 8 29

⚫ 義務教育９年間を「児童生徒が生涯に亘って幸せな人生を構築するために必要な資質・能力を身につけさせる期間」
と捉え、キャリア教育の視点からの基礎的汎用的能力の育成を目指した９年間を貫く教育課程を作成し、自律的学
習者の育成を図る。

⚫ 校長：2名 ● 教職員：乗り入れをする教員のみ兼務発令
⚫ 小中一貫教育コーディネーター：教務主任が兼任し、行事や時制等を調整

⚫ 教育課程の特例：具体的な小中一貫教科等は設定していない ● 区切り：４－３－２
⚫ 学校行事等：小４で「二分の一成人式」、小６で「夢を語る会」、中３で「立志式（小6・中1・中2・保護者の参加

のもと、自分の今後の生き方を生徒一人ひとりが語る）」を実施し、節目で将来の自己像を考えさせることで、その時点
で取り組むべきことを具体化させている。また、中学校ではキャリアマンダラ（夢や目標をマス目に書き込むことで必要な
取組を明確化させるシート、本校では「こころざシート」と命名）を１年ごとに更新し、3年間で完成させることを目指して
いる。

⚫ 教科担任制：理科（５年）、英語（５・６年）、外国語活動（３・４年）
⚫ 教員の相互乗り入れ：中学部教員が小学部の音楽に乗り入れ授業を行うとともに、数学・理科・美術・技術家庭・保

健体育において出前授業を年間を通して実施

⚫ 「結いの日」：一ヶ月に３回、中学部生徒が小学部児童のプリントの丸付けや音読等で学習指導を実施。
また、昼休みに合同で大縄飛びを行うなどして交流。

⚫ 「小中合同委員会」：年２回小学部と中学部の全委員会が合同で挨拶運動などの取組を計画・実施。

⚫ 飯塚市の全中学校区において小中一貫教育を平成23年度より実施
⚫ 年間２回の小中一貫コーディネーター研修の実施
⚫ 令和４年度に小中一貫全国サミットを開催予定

⚫ 飯塚市ICT教育推進モデル校として、タブレットを使った教育活動の推進にも小中合同で取り組んでいる。

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
本市では、「小学校から中学校入学後の学習意欲の低下」「中学校一年生で急増する不登校の問題」等、様々な教育
課題を抱えていた。これらの教育課題を解決するためには、義務教育９年間を見据えた連続性と一貫性のある教育を推
進し、子どもたち一人ひとりの特性に応じたきめ細やかな学習指導や生徒指導を実現することが有効だと考えた。
【具体的な経緯】
・平成23年度 「飯塚市小中一貫教育調査研究事業」を立ち上げ、各中学校区において小中一貫教育を推進
・平成29年度 飯塚市立小中一貫校幸袋校開校

飯塚市立幸袋小学校

飯塚市立幸袋中学校
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教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

その他

市町村教育委員会等による支援



テーマ：

これまでの成果と課題、今後の取組

●９年間を通したPBLを中心とする教育課程の創造

●オンラインによるPBLの導入

児童生徒の実態調査（文部科学省の「キャリア教育の手引き」に掲載されているキャリア教育アンケート）の結果、キャリア教育の基礎

的・汎用的能力のうち、課題解決能力に課題があることがわかった。また、VUCAの時代と称される不安定、不確実、複雑、曖昧な現代

社会において、生涯に亘って幸せな人生を送るためには、自律的学習者であることが重要となる。これらのことから、自ら課題を見つけ、その

課題を協働で解決していくPBL（Project-based Learning）の導入が課題解決の切り札となると考え、小中一貫教育の前期段階に

おいてPBLを行うための基礎的・汎用的能力を育成し、中期からPBLを導入した。また、PBLの導入にあたっては、飯塚市や企業等との連

携を図ることで、具体的な地域の課題を扱うように配慮している。さらに、教科との横断性を高めるために、課題解決に必要な教科の知識・

技能を考えさせる時間を確保したり、教科の授業でPBLの手法を用いて課題解決を図るようにした。

⚫ 9年間を通した自律的学習者を育成するための生活科・総合的な学習の時間を核とする教育課程を整備できたことで、将来の生活に
展望を持ち（中3での志を持った生徒95％以上）、現在の教育活動で意欲的に活動する児童生徒が確実に増えた。また、タブレット
を活用した教育活動を導入したことで、今までに出会うことがなかった方との交流が増え、多様な価値観に触れる機会を増やすことがで
きた。さらに、教育活動の幅が広がったことから教員の創意工夫の余地が増え、意欲的に挑戦する教員が増えた。

⚫ 前期を指導する教員が9年間を見通した基礎的・汎用的能力の確実な向上をさらに意識して指導を行うことで、中期以降のPBLの充
実を図る。また、中期以降のPBLにおいて、生徒同士がアイデアを批評し合う場面でお互いを高め合うやりとりを促進する観点から、批
評のルールの確立を目指す。

⚫ 今後は生活科・総合的な学習の時間のみならず、教科固有の学びを含めた教科等横断的なPBLの実施を進めていく。

＜自分たちが考えた名所コース（フット
パス）の案内をする第６学年児童＞

中期からのPBLの実施に備えて、家庭で自分の仕事をもち、人のために働くことのよさを実感する小1「家族にこにこ
大作戦」、たくさんの人との関わりの中で自分が成長したことを知る小2「あしたへダッシュ」、地域に出向き、見つけた地
元幸袋の素晴らしさについて調べ、発信する小3「伊藤伝右衛門ってどんな人」、環境や障がい者福祉などの身近な
問題に目を向け、多くの人との出会いを通して自分がすべきことを考える小4「わたしたちにできること」等、人間関係形
成・社会形成能力や自己理解・自己管理能力の育成を中心とした発達段階に応じた教育活動を実施している。

前期で身に付けた基礎的・汎用的能力を、中期のPBLに発展的に生かす

【ちょいボラ隊参上〜学校のためにできること〜（小５）】
学校生活の課題をボランティアで解決する」を課題としたPBL。学校生活をよりよくす

るための課題に気づき、解決のアイデアを考え、ボランティアを行った。

【地元企業とのコラボレーションプロジェクト（中１）】
福岡県中小企業同友会筑豊支部と飯塚市産学振興課と連携した地元企業をよ

り良くするためのアイデアを考えるPBL。企業の代表から課題が提示され、課題に気づ
くための企業訪問の後、課題解決のアイデアをまとめ、企業の代表に提案した。

－25－

基礎的・汎用的能力の基礎を培う活動（前期：小１～小４）

課題解決能力の基礎を培う活動（中期：小５～中１）

中期で身に付けた課題解決能力を、後期の真正の学びに生かす

実社会の課題を解決する活動（後期：中２～中３）

【コーポレートアクセス（中２）】
「日本の大企業からのミッションを解決するアイデアを考える」を課題とした、教育と探

求社が開発したPBL。アンケート調査や企画会議等を通して、アイデアをブラッシュアッ
プしながら、まとめ発表した。

【飯塚提言 〜市長からの課題〜（中３）】
飯塚市長が出した「飯塚市でできるSDGsを達成するためのアイデアを考える」を課

題としたPBL。飯塚市役所や様々な機関と連携しながらSDGs地方創生カードゲー
ムや大学生とのオンラインによる探究学習などを行い、課題を解決するアイデアを考え、
最後は市長に提言した。

３年前からPBLの基本的な考え方や学び方を習得する
機会として、４〜５時間で課題解決ができる教育と探求
社が開発した「ソーシャルチェンジファースト」を導入し、中期
から後期の全学年で実施している。昨年度は多くの人と協
働した学びを実現するために、他校との合同チームによる
PBLを計画したが、コロナ禍により中止となった。そこで、今
年度はオンラインによる合同チームによるPBLを中１中２は
福岡市の上智福岡中学校と、中３は福岡大学の大学生
と実施した。

＜Jamboardでアイデアを
合同で考える（中1）＞

＜タブレット上の大学生に
アイデアを説明する（中3）＞

＜SDGs地方創生
カードゲーム（中3）＞

＜アンケート調査結果を
分析して報告（中2）＞

＜企業の代表へアイデアを
提案（中1）＞

＜下級生への昼休みの丸
付けボランティア（小5）＞

＜「わたしたちにできること」
でのボランティア（小4）＞

小中一貫でこそ実現する自律的学習者を育成するためのPBLを中心とした「キャリア教育」



３．小中一貫教育の取組概要

[千葉県] 鴨川市立長狭小学校・長狭中学校（併設型）

● 教育目標：地域の次代を担う活力ある「長狭っ子」の育成

● 所在地 ：千葉県鴨川市宮山１７６

● 施設形態：施設一体型 前期棟１〜４年 中後期棟５〜９年

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 17 9 21 28 14 30 7 119 29 24 23 8 76 195

学級数 1 1 1 1 1 1 2 8 1 1 1 2 5 13

⚫ 生き方を考える力 ・基礎学力と自ら学び考える力 ・豊かな心と人間関係を作る力

⚫ 校長：1名（兼務発令） ●教職員：全教職員に兼務発令
⚫ 小中一貫教育コーディネーター：校務分掌で指名

⚫ 区切り：４－３－２ （前期 第１〜第４学年 中期 第５〜第７学年 後期 第８〜第９学年）
⚫ 学校行事等：２分の１成人式（第４学年） 立志式（第７学年） 前期・中期遠足

⚫ 教科担任制：第１学年から音楽、第３学年から理科・家庭科において実施
⚫ 教員相互乗り入れ：中学校教員が小学校の国語・算数・社会・理科・体育・外国語に乗り入れ

小学校教員が中学校の音楽・体育に乗り入れ
小学校教員が中学校の部活動に一部乗り入れ

⚫ 入学式・卒業式・始業式・終業式・修了式（小・中学校合同で実施） ● 運動会（小・中学校合同で実施）
⚫ 文化祭（小・中学校合同で実施） ● 避難訓練（小・中学校合同で実施）
⚫ 全校縦割り掃除（第１〜第９学年が年間を通じて一緒に掃除）
⚫ 児童生徒会活動（いちご摘み等の行事・本部役員による毎月の挨拶運動）
⚫ 部活動（第５学年から参加可能） ● 委員会活動（第５学年から参加） ● 福祉教育（第５〜第７学年で実施）

⚫ 鴨川市教育政策研究委員会…市教委の諮問を受け答申書『鴨川市小中一貫教育課程モデル案』を作成
⚫ 鴨川市小中一貫コーディネーター委員会…小中一貫教育推進のための研究・研修の内容面について協議・立案

⚫ 学校運営評議員会・PTA活動は小・中学校合同

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
本市における次の諸課題の解消をめざし、児童生徒に「生きる力」を育むため、９年間の一貫したカリキュラムのもと、同じ敷地内で計画的・
継続的な教育活動を行う統合型の小中一貫教育の検討を開始した。
〇現行教育システム（「６・３制」）への課題
・いわゆる「中一ギャップ」の問題 ・「学習意欲と学力」の問題 ・自尊感情や人間関係づくりへの問題
〇小規模校（１学級10人前後の集団）のもつ課題
・「学び」の側面から ・「心の成長」の側面から ・「地域の中の学校」の側面から

【具体的な経緯】
・平成17年度 鴨川市小中学校教育課程のモデル案作成
・平成18年度 「鴨川市教育ビジョン」５か年計画 第1次鴨川市教育政策研究会『鴨川市小中一貫教育課程モデル案』作成
・平成19年度 小中一貫教育構想の立案と推進 第2次鴨川市教育政策研究会『鴨川市小中一貫教育課程モデル案』実証のための検証授業の実践
・平成20年度 小中一貫教育の推進 「H19政策研プラン」の弾力的実施 第3次鴨川市教育政策研究会
・平成21年度 鴨川市新プランの弾力的実施 全小学校での英語活動実施 『新・鴨川市教育ビジョンの構想立案』 小中一貫校「長狭学園」開校
・平成22年度 『新・鴨川市教育ビジョン』の策定
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教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他



テーマ：学習環境への継続的な配慮を通した「特別支援教育」の充実

これまでの成果と課題、今後の取組

「すべての子どもの学びを保障する、校種・学年を超えた全員参加の学校経営」の基本方針の

もと、長狭小学校・長狭中学校の全職員が「長狭学園」として、１つの職員室で職員会議・校

内研修を行うとともに、授業の相互乗り入れを実施し、特別支援教育も含め１つの学校体制で

児童生徒の指導にあたっている。９年間一貫して見通しをもって特別支援教育を推進すること

で、将来社会人として自立するための基礎となる読み・書き・計算などの学力や衣食住等に関し

て生活の中に活かせる能力を「生きる力」として育むことができる。

－２7－

２ 特別支援学級の小・中学校合同の授業

市内の民間施設を
利用して地元の自然
を生かした産業のよさ
を学び、各部の親睦
を深める。また、海の生き物のパフォーマ
ンスや実際のふれあい体験などを通して、
命のぬくもりや環境の大切さを学ぶ。

２学期

自立活動で自らが
学園で手塩にかけて
育てた野菜の収穫と
調理実習を行う。
盛り付け、配膳、試食
とその食事のマナー、後片付けに至るまで、
一連の内容の習得と食育について学ぶ。

３学期

市内の交流会で、学区の
伝統行事である和太鼓や
笛を駆使した祭り囃子を披露。
隣接する吉保八幡神社の流鏑馬（千葉県無形

文化財指定の神事）に携わる方が地域学校支援
ボランティアとなり外部講師として教える。（チーム長
狭の取組）

３ 特別支援学級も含めた特色ある活動
●多様な学習形態と多彩な支援

児童生徒の実態を踏まえたＴＴ授業や少人数指導、また小・中学校の枠を越えた指導を可能な限り組入れ、きめ細やか
な指導体制から学力向上を図る。音楽、美術、保健体育、技術・家庭科においてもТ２教員を配置することにより、インルー
シブ教育を充実させる。さらに、特別支援教育支援員の配置により、個々の困難さの解消に努め、自己肯定感の向上を図る。

●合同生徒徒指導委員会
毎週、小・中学校の特別支援コーディネーターが加わり、合同生徒指導会議を日課表の中に１コマ組み込んで開催してい

る。全校児童生徒の様子を把握し共通理解するとともに、問題解決に向けて小・中学校合同のチームで取り組み、担任だけ
の力に依ることなく複数の職員で児童生徒の支援ができ、問題の抑制・早期発見・早期解決につながっている。

１ ユニバーサルデザインの視点を生かした取組

９年間を見通し、学習環境や授業スタイルを共通させることで、児童生徒が安心して学ぶ！

１学期
学期ごとに小・中学校合同授業を行い、親睦を深めるとともに自己存在感と自己肯定感を育む。

小・中学校の区分や学級の区分を超えた指導がよりよい支援へ

成果
と

課題

○小・中学校教員が一体となったきめ細かい指導により、小学校から中学校への進学に際して、戸惑いや混乱
はなく、安心して過ごしやすい学習環境を整えることができている。

○生徒指導委員会・研究推進委員会・各学年担当等で連携をとりながら、小・中学校の共通理解に基づく指
導により、基本の授業スタイルは共通している部分が多くなり、児童生徒の学力向上につながっている。

○市内の研修や会議等でも情報共有をすることで、一つの事例をよりよいものにすることができている。
○小・中学校合同で行う校内研修の中で、学習規律・授業の進め方・相談タイムの方法等の研究をした。

今後
の

取組

＜発達段階に応じた９年間の学びを見通した学習指導のより一層の推進＞
○「自己存在感」「自己肯定感」を育むための方策として、児童生徒が自ら考え、作り上げる経験ができる場を

多く設定していきたい。児童生徒を前面に出した「まかせて、ほめて、うけとめる」活動を重視することで、自己
指導能力も育てていきたい。

学習に取り組みやすい環境整備 分かりやすい情報掲示

全
校

◆教室前面・黒板の掲示物の精選
・教室前面や黒板の掲示物等を精選して、学習に集中しやすい教室環境に
整える。授業で、いろいろなところへの目移りをふせぐことができるようにする。

◆机上に出すものや置場の明確化
・低学年のうちから机上に出すべき筆記用具と置く
スペースも示す。作業効率があがり、ものがなくなっ
たり落としてしまったりすることがないようにする。

◆学習の流れを提示(単元や時間)
・今どこを学習しているのかが分からなくなる状
態を減らすために「今何をするのか」、「次に
何をするのか」、「本時のゴールは 何か」な
ど、一目で分かる活動の流れを提示する。

・中学校では、教科によって単元の見通しが
もてるよう、時間ごとのゴールを示し、安心し
て取り組むことができるように工夫する。

特
別
支
援
学
級

◆小・中学校全学級共通の日課表作成
・一日の予定表を各教室の背面に掲示し、教科名に加えて学習の内容や必
要なもの等も示し、一日の見通しをもって行動することができるようにする。
急な予定変更に対応することが苦手な児童にも分かりやすく変更点を書き
込み、視覚に訴えるようにする。中学校は次週の学習の予定を知らせ、見通
しをもたせるように配慮する。

◆ＩＣＴ機器の活用
・小学校段階からキーボード入力に慣れさせる。メモをとること
は苦手だがＰＣの操作が得意な生徒は、ＰＣを使用するこ
とで思考が整理され、意欲的に学習を進めることができる。

◆分かりやすいワークシートの工夫
・小学校では実態に応じて、罫線、マス目、
補助線入りのワークシートや下書き用のワ
ークシートを用意し、自分で選べるようにす
る。書くことが苦手で時間がかかる児童生
徒には個々に合わせたワークシートとする。

【特別支援学級の状況】
・小：２学級（知１、自・情１）

学級担任２名、支援員１名
・中：２学級（知１、自・情１）

学級担任２名、支援員２名

「鴨川市版授業スタンダード」の活用

●自学と自立を目指して

●すべての小学校外国語活動･英語に中学校英語科教員を配置（ALTを含む３人指導体制）
小学校１年生から英語に慣れ親しませることで、中学校英語科への「なめらかな接続」を図る。また、きめ細やかな指導体制のため、特別支

援学級児童にとってもメリット等が多い。さらに、児童のつまずきや困難さを中学校教員も把握しているため、中一ギャップ解消に向けたよりわか
る授業の工夫や準備をすることができる。その結果、児童生徒の自己存在感を高めることができている。



３．小中一貫教育の取組概要

[山梨県] 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校（併設型）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 １ ２ ３ 特支 計

児童生徒数 51 51 40 59 53 46 14 314 55 48 60 8 171 485

学級数 ３ ２ 2 ２ ２ ２ ３ 16 2 ２ ２ 2 ８ 24

⚫ 義務教育９年間での「途切れのない連続させた教育」の充実を図り、学校・家庭・地域が協働して、
「ふるさとを大切に思う児童生徒」、「変化の激しい、先行き不透明な社会に適応できる主体性のある児
童生徒」、「自律性・豊かな人間性を持ち、たくましく生きていくための健康・体力を持った児童生徒」の
育成を目指す。

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
南アルプス市では、小学校から中学校への円滑な接続や学力向上、いじめ・不登校など小中学校が抱える課題を解消す
るために、平成28年に小中一貫教育調査研究会を立ち上げ、小中一貫教育の検討を始めた。
【具体的な経緯】
・平成２９年度 南アルプス市小中一貫教育検討委員会を設置し、提言をまとめる。
・平成３０年度 八田・芦安地区小中一貫教育推進協議会設置 南アルプス市小中一貫教育推進基本方針作成
・平成３１年(令和元年)度 南アルプス市立小中一貫校八田小中学校開校

南アルプス市立八田小学校

南アルプス市立八田中学校
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施設活用

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他

⚫ 施設分離型 小中学校間距離：１㎞（徒歩15分）

⚫ 校長：小中それぞれに配置 ●教職員：一部の教員に兼務発令

⚫ 教育課程の特例：実施なし ●区切り：６－３ ●学校行事等：実施なし

⚫ 教科担任制：一部教科担任制（第４学年 理科、第５学年から外国語、理科）
⚫ 教員の相互乗り入れ：中学校教員が小学校の体育、音楽、外国語活動に乗り入れ

⚫ 中学校部活動部員による催し物参加、技術指導
⚫ 中学校３年生と小学校の合唱交流会、小学校６年生の中学校合唱コンクール鑑賞
⚫ 児童会・生徒会活動

⚫ 南アルプス市小中一貫教育推進協議会

⚫ 小中合同校内研究会、小中一貫教育研究会(令和３年度より)
⚫ 小中合同学校関係者評価委員会、小中合同学校保健委員会
⚫ 保育所、小学校、中学校合同引き渡し訓練

● 教育目標：ふるさとの未来（あす）を創造する児童生徒の育成

〜知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成を目指して〜

● 所在地 ：

● 施設形態：施設分離型 八田小 八田中

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

（八田小）山梨県南アルプス市野牛島２２２２

（八田中）山梨県南アルプス市榎原６２０



テーマ：安心した学校生活を支える９年間を見通した取組

これまでの成果と課題、今後の取組

【学習をつなぐ】
①八田小中スタンダードおよび年間指導計画（簡略版）の作成

学習指導上、小学校低学年、中学年、高学年、中学校１年
生、中学校２・３年生の５つの発達段階に分け、各教科・領
域における目指す児童生徒像と習得内容について共通理解を図
っている。

②学習スタイルの確立
学習スキル、プロセス、ルールなど、小中学校で授業スタイルを
統一して授業を進めている。

③英語専科教員の配置および教科乗り入れ授業の実施
外国語、体育、音楽では中学校教師を含めたティームティーチン
グにより、専門性を活かした指導が可能である。
令和３年度の全国学力・学習状況調査（小学校）では、「英語が好き」は85％、「英語で自分の考えや
気持ちを伝えあうことができている」は90％の児童が肯定的な回答をしている。

キーワード 〜つなぐ〜
小中一貫校八田小中学校は、【八田 Children first】をコンセプトに『１学習をつなぐ ２児童生徒をつなぐ

３教職員をつなぐ ４学校・家庭・地域をつなぐ』の４つの『つなぐプロジェクト』を柱とし、義務教育９年間が「途

切れのない連続させた教育」となるよう取り組んでいる。中でも、『学習をつなぐ』においては、児童生徒が学校生

活の中心である授業に安心して取り組むことができるよう、小中一貫教育の中核として位置付けている。

また、学習指導のみならず、小中学校の垣根を超えて抱えている課題を共有し合い、その解決に向けて共に

知恵を出し合うために『４つの分科会』を構成し、児童生徒の健全育成を図ることを目指している。

学習スタイルの確立によって、特にグループワークを授業内に仕組みやすくなった。また、参加姿勢にも違和感
を覚えず、スムーズな運営ができている。さらには、中学校教師による乗り入れ授業を実施していることも含め、
児童の中学校進学への不安（小中ギャップ）の解消につながっている。
一方、小中学校が離れているため、児童生徒のみならず教員においても日常的な交流を行うことが難しく、

保護者や地域にその成果が分かりづらいことが課題として挙げられる。
今後は、コミュニティースクールへの移行も視野に入れ、地域に根差した一貫教育の推進を目指す。

１） 学習指導部（学習をつなぐ）
・９年間を見通した教育課程の編成
・小中学校共通学力向上対策（家庭学習等）
・教科乗り入れ授業の実施 等

２）児童生徒交流部（児童生徒をつなぐ）
・中学校部活動部員による技術指導
・中学校行事への参観、見学および参加
・小中いじめ０宣言 等

３）児童生徒支援部（教職員をつなぐ）
・児童生徒理解に関する情報交換
・特別支援教育の推進
・小中管理職による連絡調整 等

４）ＣＳ構想部（学校・家庭・地域をつなぐ）
・八田地区の「ひと・もの・こと」を活かした学び
・八田地区「教育を語る会」の開催
・地域行事への参加 等

『４つの分科会』

【児童生徒をつなぐ】
中学校の生徒会活動で柱になっている部活動や合唱活動に慣れ親しむために、

次の取組を進めている。
①小学校陸上記録会に向けて中学校陸上部員による技術指導、小学校学校行

事における中学校吹奏楽部の演奏
②中学３年生との合唱交流会、中学校の合唱コンクールを小学校６年生が鑑賞
これらの取組は、小学生のスムーズな中学校生活への移行だけでなく、中学生の先輩としての自覚を高め、より

良い合唱を創ろうとする意欲を育む活動にもつながっている。

【教職員をつなぐ】
①小中合同校内研究会、小中一貫教育研究会

を通して、児童生徒の良さや課題を共有し、授業や
生徒指導に活かす。

②支援を必要とする児童生徒については、情報交換を
密に行い、途切れのない支援ができるようにする。

【学校・家庭・地域をつなぐ】
①八田地区教育を語る会を実施し、保護者、地域の

方を交えて、地域の教育について話し合う。
②保育所、小学校、中学校合同の引き渡し訓練を実

施している。

※CSはコミュニティースクールを表す。

国　　語 社　　会
教科におけるめざす児
童・生徒像

○討論や話し合い活動におい
て、相手の意図をとらえながら
聞いたり、自分の立場や意図を
はっきりさせながら話したりする
児童

○複数の資料から必要な
情報を読み取り、それを根
拠として考えたことを表現し
たり、話し合ったりする児童

教科におけるめざす児
童・生徒像

○スピーチや討論の中で、話し
合いの話題や方向性をとらえて
相手の考えを聞いたり、自分の
考えをまとめながら的確に話す
ことができる生徒

○資料を有効に活用して説
明したり，自分の解釈を加
えて論述したり，意見交換
をしたりして，根拠をもとに
考察・判断した結果を自分
の言葉で表現できる生徒

八田小・中スタンダード　　各教科におけるめざす・児童生徒像
　習得内容についての共通理解

中
学
校
１
年
生

習得内容についての共
通理解

○掲示物を活用した型をもとに
して、状況に応じた自分なりの
話し方を身につける。

○地理・歴史ともに，基本
的な用語や地名などを習
得し，新聞などの資料を活
用して発表したり話し合っ
たりする。

小
学
校
高
学
年

習得内容についての共
通理解

○これまでに学習した基本話
型、言葉遣いなどを繰り返し確
認しながら、話したり聞いたりす
る。

○地理、歴史、公民に関す
る社会的事象について意
見をもち，討論などを通して
考える。

－29－



３．小中一貫教育の取組概要

[宮崎県] 新富町立新田小中学校（併設型）

● 教育目標：夢や希望をもち 心豊かに ともに伸びゆく 新田の子どもの育成

● 所在地 ：宮崎県児湯郡新富町大字新田7717番地1

● 施設形態：施設一体型

● 児童生徒数（R3.5.1時点）

小学校 中学校 小・中
計

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ 特支 計 ７ ８ ９ 特支 計

児童生徒数 35 32 39 41 40 36 14 236 27 38 29 5 99 335

学級数 1 1 2 2 1 1 3 11 1 1 1 1 4 15

⚫ 新富町の素晴らしい伝統・文化・教育資源を生かして、自ら学び、自ら考え、正しく判断し行動する力など
「社会を生き抜く力」や人としての「確かな力」を育み、社会の変化に主体的に対応し、夢や希望を抱いて、
郷土を愛し、社会に貢献する気概をもった子どもの育成を目指す。

⚫ 施設一体型のため、距離はなし

⚫ 校長：1名配置
⚫ 兼務発令の状況：全教職員

⚫ 教育課程の特例：特例はない
⚫ 区切り：４-３-２制（Aステージ:１〜４年 Bステージ:５〜７年 Cステージ:８〜９年）
⚫ 学校行事等：小中合同入学式、小中合同体育大会など

⚫ 教科担任制：第5学年から、音楽、家庭において実施
⚫ 教員の相互乗り入れ：中学校教員が小学校の理科、音楽、体育、外国語活動、外国語に乗り入れ

⚫ 日常的な縦割り清掃、児童生徒会活動、中学部生徒による小学部児童への読み聞かせ、いじめ防止に取
り組む小中合同の組織「風の会」、小学部から中学部3年生への受験応援メッセージなど

⚫ ICT機器の環境設定及び導入段階の研修等

⚫ 小中一本化されたPTA組織による活動

２．導入経緯

ねらい

１．学校（区）概要

【検討開始のきっかけ】
将来的な児童生徒数の減少を見込み、町が小中一貫教育を核とした教育の推進にシフトしたため
【具体的な経緯】
・平成２３年度 小中一貫校に関する保護者説明会
・平成２４年度 「田園の里 新田学園」（新富町立新田小中学校）開校

新富町立新田小学校

新富町立新田中学校
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施設活用（施設隣接・施設分離型の場合）

教職員体制

教育課程特例・区切り・区切りを意識させる学校行事等

教科担任制・教員の相互乗り入れ

児童生徒の異学年交流の工夫

市町村教育委員会等による支援

その他

小学部校舎 中学部校舎

第１学年〜第６学年 第７学年〜第９学年

児童236人 生徒99人

教職員19人 教職員15人

にゅうた



テーマ：小中一貫教育の利点をより享受するための「校務の情報化」

これまでの成果と課題、今後の取組

本校は、隣接する小学校と中学校でつくられた施設一体型の小中一貫校である。開校当時は、小・中学校それぞれの良

さを生かしながら９年間を通じて児童生徒を育成することについて意識改革を行い、小・中学校それぞれの体制が一つに確

立された。小中一貫校になり小中の校時程や行事等を揃え一つの学校としての体制を整えたものの、職員間の情報共有の

場を設定することが難しく、子供たちの学習状況や生活の様子を丁寧に把握しにくいという課題があった。また、その課題を解

決するために業務負担がより大きくなってしまうという課題もあった。

そこで、校務の情報化を進め、以下に記載したような取組を開始した。

「乗り入れ授業」の実施を通じたきめ細かい学習指導や、９年間を通じて児童生徒の成長と向き合えるといった小中一貫

ならではのメリットを、校務の情報化を通じてより高められている。さらに、教員の業務負担を軽減できることから、喫緊の課題

である「働き方改革」にも対応できている。

⚫ 成果
・ 諸表簿や文書を一括管理したことで、小・中の区別なく、必要な職員が自由に情報にアクセスできるとともに、担任が
変わった後も情報を引き継ぎ、書き換えながら活用することができるようになり、業務の効率化を図ることができた。

・ 校務を情報化したことで、業務が効率化され子どもと向き合う時間を生み出すことができたとともに、時間とコスト削減
にもつながり、業務改革を推進することができた。 さらに、９年間を通じた教育ができるという小中一貫ならではのメリッ
トをより享受できるようになった。

⚫ 課題
・ 校務の情報化が職員間のコミュニケーションの減少につながらないよう、日常的な対話や職員会等での意思疎通をよ
り深めていく必要がある。

⚫ 今後の取組
・ 校務を情報化することで対応できる業務内容と情報化することが難しい業務内容を精選することで、必要な時間を
必要な業務に充てることができるよう、選択と集中により更に効率的に業務を推進していく。
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●校務支援システムを活用した取組

諸表簿には、学籍や出席状況、成績等のように小学部・中
学部別、学級別に整理したいものと連絡先や兄弟関係等のよ
うに小中を一括りとして整理したいものがある。校務支援システ
ムの小中のデータのやり取りや行き来が自由に設定できる利点を
生かして、下記の表簿について業務の効率化を図っている。

小中のデータを一括管理することで、乗り入れ授業等で小・中
の区別なく必要な情報を得られるため、９年間を通じて児童生
徒の状態が把握でき、児童生徒の成長とじっくり向き合うことが
可能になっている。
また、年度替わりの各担任の事務作業等を軽減したりすること

ができると同時に、諸表簿のデジタルデータによる管理が可能に
なり、教員の業務負担の軽減につながっている。

●諸表簿機能の活用 ●連絡確認機能の活用

・学籍、名簿等の管理（連絡先・兄弟姉妹関係等含）
・出席状況（健康観察含）
・成績処理（各種テスト・通知表・指導要録含）
・学校日誌・保健日誌
・出退勤時刻記録

小学部は45分授業、中学部は50分授業であり、校時程に
時間のズレが生じたり、別棟で行き来に時間がかかったりするた
め、休み時間等に小中の職員の確認や打合せが行いにくい。そ
れを解消する手段として、校務支援システムの連絡掲示板機
能や個人連絡機能を活用し、効率化を図っている。
これらの機能には、確認連絡の機能に加え、意思確認ができ

る機能もあり、５択までの確認が可能であるため、この機能を使
えば、会を開かなくても意思確認をしながら業務を推進すること
ができる。これらの機能を活用することで、連絡確認や会議の削
減が可能になり、小中の関係職員がつながり合いながら、組織
を機能させることにつながっている。

・連絡掲示板機能の活用
・個人連絡機能の活用
・配付文書の電子化

●共有サーバーを活用した取組

共有サーバー内に学部、校務分掌別のフォルダを作り、いつ
でも、誰でも資料を保管・活用することができるようにしている。
フォルダは次年度分まで準備されており、本年度完了した活動
については、反省を踏まえて書き換えた文書を次年度フォルダ
に残すところまでを年度内に実施する業務としている。職員会
はペーパーレス化し、サーバーに保管されたフォルダ内の文書を
もとに会議が進められる。
次年度の提案文書については、大きな見直しがない限りその

まま提案できるため、業務の効率化につながるとともにペーパー
レス化で印刷時間の削減やコスト削減にもつながっている。

・文書や写真等の一括管理

●学校配信メールを活用した取組

これまで、学校からの文書はすべて紙媒体で配付していたが、
令和３年度途中から、文書をPDFファイルでメールに添付して
配付するようにした。これまで同様、紙媒体での配付を希望する
家庭には紙での文書を配付し対応している。また、学校評価等
のアンケートについてもWeb回答のシステムを導入した。
ペーパーレス化で印刷時間の削減コスト

削減につながっていると同時に、文書配
付時間の削減やアンケート配付・回収・
集計等の業務の効率化を図ることにつな
がっている。

・学校文書のメール配信
・アンケート配付・回収・集計の電子化
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小中一貫教育コラム［新潟県］三条市教育委員会
「小中一貫教育で描く義務教育９年間のグランドデザイン」

「三条市小中一貫教育基本方針」に基づく各学園のグランドデザイン

未来を拓き、力強く生きるための「確かな学力」「豊かな心・個性」「健やかな身体」を
もった児童生徒の育成
三条市は、学校教育のさまざまな課題を解決するためには、学力向上、生徒指導の充実、小中学校教職員の協

働の視点から、小学校と中学校がより連携しやすい環境をつくることが望ましいと考え、小中一貫教育を導入することと
した。平成20年度に「三条市小中一貫教育基本方針」を策定し、この方針の中で、上記の目指す児童生徒像を示
した。また、基本方針には、その他に、学習指導要領に基づく９年間の連続した教育課程の編成、発達段階の指導
区分、小中一貫教育カリキュラム、小中学校の児童生徒や教職員の交流等について示している。

小中一貫教育を推進する上で大切なことは、各学園の児童生徒の実態や地域の状況を踏まえて、育てたい児童
生徒像を描き、小中の教職員が一丸となって、目指す児童生徒を育成しようとすることである。

そのために必要になってくるのが、各学園の
グランドデザインである。グランドデザインでは、
目指す児童生徒像を各学園で描くが、その
際に留意したいのが発達段階だ。９年間と
いう長いスパンの中で、段階的に児童生徒
を育成していくことが大切である。「三条市
小中一貫教育基本方針」では、義務教育
の指導区分を「基礎充実期」「活用期」「伸
長期」として分け、発達段階で重視すること
を図のように示している。
各学園では、基本方針や指導区分に基

づきながらグランドデザインを作成している。
【義務教育９年間の指導区分】

小中一貫教育のグランドデザインを描くために

１ 各期における目指す児童生徒像を描く ～一ノ木戸ポプラ学園のグランドデザイン～
三条市では、平成29年度に学園制を導入した。それぞれの中学校区を小中一貫教育校の学園とし、学園長を置

いた。学園長のリーダーシップの下で、小中一貫教育を推進していく体制になっている。
右下の表は、一ノ木戸ポプラ学園のグランドデザインに描かれたそれぞれの期における目指す児童生徒の姿である。

一ノ木戸ポプラ学園は、一体型の学園で、一ノ木戸小学校（児童数626名）と第二中学校（生徒数305名）で
構成される小中一貫教育校である。
基本方針の「確かな学力」「豊かな心・個性」「健やかな身体」に合わせ、「知・徳・体」における各指導区分における

児童生徒の姿が描かれている。これにより、小学校の低・中学年の担任も高学年や中学校の担任もそれぞれ目の前
の児童生徒にどのような力を付けたいかが明確になる。
付けたい力は学園の児童生徒の実態に応じて描かれる。例えば、「まなび」においては、「考えること」や「伝えること」な

どに重点を置いた構成になっている。各教科・領域で、この重点を意識しながら授業を改善する。
また、一ノ木戸ポプラ学園は、「ちいき」における姿も描いている。令和２年度からコミュニティ・スクールを導入した。こ

の姿は、学校運営協議会の委員との話合いの中で描かれたものであり、地域と協働して児童生徒を育成しようとする
学園の体制の表れとも言える。

【一ノ木戸ポプラ学園 ※左が中学校棟 右が小学校棟】 【グランドデザインで示す各期における目指す子供の姿】

まなび こころ からだ ちいき

目指す子供
自ら課題を見付け、ともに考

え解決していくことで、自分の

考えを深め、広げる子供

自他のよさを尊重し、明るく前

向きに生きようとする子供

心身の健康を目指し、自
らの生活を改善し続けて

いくことができる子供

地域のよさが分かり、地
域を誇りに思い、地域に

貢献する子供

伸長期

中２・３年

活用期

小５～中１年

基礎充実期

小１～４年

進んで学び、考えをしっ

かりもつ子供

よいこと、悪いことに気付き、

ルールを守り友達と仲良くす

る子供

家庭とともに規則正しい

生活リズムを身に付ける
子供

地域のよさに触れ、地域

を好きになる子供

主体的に学び、考えを理論的

にまとめ、発信する子供

自他のよいところを見つ

め直し、さらに伸びよう
とする子供

自らのふさわしい生活リズム

を考え、つくることができる子

供

地域のよさが分かり、地域の

人たちとともに活動する子供

意欲的に学び、考えを的
確にまとめ、伝える子供

仲間のよさに気付き、自己を

見つめ自他を尊重できる子供

規則正しく生活すること

のよさに気付き、生活リ
ズムを整えて生活できる
子供

地域のよさに気付き、地
域行事に参加する子供
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（参考）市町村概要

三条市では、「小中一貫教育モデルカリキュラム」を作成している。
これは、学習内容の９年間のつながりを大切にしたものである。各
教科等の単元や学習内容ごとに小学校低学年・中学年・高学年・
中学校での学びのつながりが分かるようになっている。このモデルカリ
キュラムを各学園・学校に示している。
大崎学園は、これを基に大崎カリキュラムとして編成し、グランドデ

ザインに位置付けている。大崎学園は、新潟県初の義務教育学校
として、平成30年４月に開校した。前期課程を６年、後期課程を
３年とする児童生徒数794名の学校である。学園では、グランドデ
ザインとは別に『９年間のグローアップデザイン』も作成し、９年間で
育みたい資質・能力と各期における段階的な姿を示した。全ての教
職員がカリキュラムを意識して教育活動を展開することを目指したグ
ランドデザインとなっている。
９年間の学びをつなぐためには、授業において、このカリキュラムを

意識することが重要になってくる。各学園・学校は、モデルカリキュラ
ムを基に学園の特色に合わせたカリキュラムを編成し、毎年見直しを
するようにしている。地域教材や活用した人材などを学園で共有し
たり、学園の児童生徒の実態に合わせた重点を設定したりして、学
園の児童生徒の９年間の学びをつないでいる。
三条市内は連携型の小中一貫教育校も多くあり、小中の学校が

カリキュラムでつながることは、特に重要である。

小中一貫教育とグランドデザイン

小中連携と小中一貫教育は何が違うのかと、市外から異動してきた教職員に尋ねられることがある。一番の違いは、
学園のグランドデザインがあることだ。このグランドデザインがあることで、小学校・中学校・義務教育学校の教職員が、
目指す児童生徒の姿の共通理解をし、同じベクトルで児童生徒を育てることができる。
２つの学園で紹介をさせていただいたように、発達段階をふまえ、各期における目指す児童生徒像を描いたり、小

中一貫教育カリキュラムを位置付けたりと、異校種または各課程の教職員が心を一つにし、よりどころとするものを明
確に表したものが小中一貫教育で描く義務教育９年間のグランドデザインである。
グランドデザインにおける児童生徒像を実現するために、小学校と中学校の教職員がグランドデザインを常に意識し

て教育活動を展開しなければならない。そのためには、小中の教職員が共通理解をする場が必要になってくる。三条
市では、小中の教職員が集う小中一貫教育推進会議、協働で行う乗り入れ授業、小中の児童生徒の交流会の
打合せなど教職員が話し合う場が計画的に設定されている。日程調整の難しさなどはあるが、小中一貫教育につい
ての意識を継続していくために、小中の教職員のつながりをいかに強化するかが鍵となってくる。
今後も、三条市は小中一貫教育の更なる推進を目指し、グランドデザインを中心に据えた教育活動が展開される

ように小中の教職員の意識へ働き掛け、学園内のつながりが強化されるための支援をしていきたい。

⚫ 三条市は新潟県のほぼ中央に位置する。
⚫ 平成17年に三条市・栄町・下田村が合併し、三条市となる。
⚫ 人口 約９万５千人
⚫ 小学校19校・中学校８校・ 義務教育学校１校 学園（中学校区）は９学園
⚫ 三条市全体の児童数4,469名 生徒数2,313名 合計6,782名 （令和３年５月１日現在）

【三条市の学園・学校の位置と名称】

【大崎学園 ※義務教育学校】

【三条市小中一貫教育モデルカリキュラム】

２ 小中一貫教育カリキュラムを位置付ける ～大崎学園のグランドデザイン～
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小中一貫教育コラム［秋田県］北秋田市教育委員会
「地域との３年間の話し合いから生まれた義務教育学校」

森吉地区（旧森吉町）と阿仁地区（旧阿仁町）の統合に保護者・地域住民の合意が得られず本
プラン策定時点で未定

統合の可否・妥当性・在り方・方向性等について、保護者や地域住民との話合いを継続
視点：子供の教育、地域活性化等

３年間を目処に決定

旧
町

地
区

学校名
建築
年

普通学
級数

児童
生徒
数

遠距離
通学者
距離

学校間距離 統合等に係る保護者や地域住民の意向等

森
吉
地
区

①米内沢
小

H24 6 128 8.6㎞ ②へ10.4㎞
※

本プランの対象外校

②前田小 H18 6 55 5.3㎞ ①へ10.4㎞
③へ 8.0㎞

阿仁地区から来るのは拒まない
統合するとしたら統合先は①米内沢小へ

⑤森吉中 S48 5 114 17.6㎞ ⑥へ15.5㎞ 校舎の改築を希望

阿
仁
地
区

③阿仁合
小

S51 4

複式２

31 10.9㎞ ②へ 8.0㎞
④へ15.0㎞

②への統合、④との統合、②④と統合して通学距離が真
ん中（③の地区）に統合校新設をとの３つの意見

④大阿仁
小

H6 ４
複式２

27 9.3㎞ ③へ15.0㎞ 統合には反対、③との統合はやむを得ないとの２つの意見

⑥阿仁中 S48 3 46 22.5㎞ ⑤へ15.5㎞ できるだけ早く⑤との統合希望

※以後学校名を丸数字で記載

統合はやむを得ないとしても、
統合単位として学校種ごとで②
③④、⑤⑥という方向性など、
様々な意見があった。

北秋田市において、少子高齢化に歯止めがかからない中、阿仁地域においては予想を上回る勢いで児童生徒数が減少し
ている。だからといって地域が疲弊しているわけではなく、他県等からの移住・定住者は、５年間で18世帯、26人と、年々増
えてきている現状がある。それは、豊かな自然と共存してきた人々の歴史や文化が受け継がれているからだと考える。
私が教育長就任前の本プランの策定時に、大阿仁地区の説明会に参加した女性から、「学校が無くなるということは、私達

の子供たちに、ふるさとに帰っておいでと言えないということですか。」という発言があったと、当時の新聞記事を見て深く考えさせ
られた。学校統合は、子供たちだけではなく、地域の存続にも関わる大切な問題であるという認識を持って、平成29年５
月に教育長に就任した。あれから５年目にして、ようやく義務教育学校という方向性を、地域の方々との協議の中から提示す
ることができた。義務教育学校は、全国的に大きな規模の学校が多いが、私は、ふるさと教育・キャリア教育や一人一台端末
の活用を踏まえた上で、統廃合の選択肢の１つとして大きな役割を果たすと考えている。小規模校ならではの個に応じたき
め細かい指導、自分たちで学びを進め・深める学習、地域と一体となった行事の運営、地域の伝統芸能の継承活動、ふ
るさと教育の推進により地域に貢献する子供の育成、これらは９年間の学びの中でこそより実効性の高いものになってい
くと考えている。中学校教諭の免許を持つ教員が、前期課程の教科指導に積極的に関わることで、複式授業を解消し専門
性の高い教科指導を受けることも可能となる。小中併設型ではなかなか払拭できない、
小学校教諭、中学校教諭という意識を、義務教育９年間の教諭であるという教員の意
識改革をし、子供たちの発達段階に即した指導ができた時に、教員の力量が向上し、
子供たちに大いに還元されるものと考える。
１年生に入学したときから９年生の姿を目標にし、９年生は１年生を優しく導いていく。

様々な年齢層から成り立つ社会にあって、学校も決して例外ではない。思春期と言われる
多感な時期だからこそ、連続した学びや人間関係が求められると考える。豊かな自然、温
かい地域の人々との関係の中で、義務教育学校の教育活動が行われた時に、ここで学
んだ児童生徒は、将来、地域を支える人材として成長し、この学校が地域の活性化にも
寄与することを信じてやまない。

義務教育学校９年間の学びから地域を支える人材の育成 教育長 佐藤 昭洋

ふるさと学習で地域の方と製作した
「クロモジ茶」の販売体験活動（大阿仁小）

⚫ 市民17名による検討委員会を組織
⚫ 目的：環境の変化、地域の実情等を踏まえつつ、＜学校の一層の活性化・過小規模校の解消＞
⚫ 市の考える適正規模

「小・中学校とも学級替えができる規模（１学年２学級以上）」
としながらも、通学距離を考えると無理が生じるため、複数のグループ編成が可能となる

「１学年１学級であっても20人程度の児童生徒がいる規模」を適正規模の範疇としながら

「過小規模校の解消（＝複式学級の解消）」を目指した。

１ 北秋田市小中学校適正規模・配置再編プラン（H29~R13）（以下「本プラン」という）の策定／平成28年度

２ 平成28年度の学校の状況

義務教育学校という方向性に至るまでの背景



14回の話し合いを経て、阿仁地区（③④⑥）に小中一貫教育を行う学校を造ることで合意し、
本プランの方向性を教育委員会で決定
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（参考）市町村概要

(2) 教育委員会としての取組
⚫ 保護者や地域住民との話し合いの設定→主に18:30以降の時間帯に学校や公民館を会場に
⚫ 過小規模・複式授業のメリットを生かし、デメリットを減らす支援

・個に応じたきめ細やかな指導による高い学力を維持
→全国学力・学習状況調査で全国平均を100とした２教科併せた７年間(H25〜R元)の平均

③④⑥の３校とも120％程度
・小規模校特任教諭（複式指導に優れた教員：小規模校加配）の配置（複数校兼任発令）
→担任の複式授業力の向上、間接指導時に児童が自ら学ぶ力の育成

⚫ 他校との遠隔授業によるコミュニケーション能力の育成
・Ｒ元年度より研究実践開始：ネット環境等の整備から

⚫ 郷土資料集の活用によるふるさと教育の推進
・ふるさと学習のための郷土資料集「きらり☆きたあきた」を作成し、全小中学生に配付

⚫ 先進校視察
・県内１校の義務教育学校である井川義務教育学校を視察

学
校
種

Ｈ１７
（合併時）

Ｈ２８

（本プラン
策定時）

Ｒ３
（現在）

小
学
校

16
校

1,937
人

➠

10
校

1,234
人

➠

９
校

1,033
人

中
学
校

5
校

1,079
人

5
校

654人
４
校

564
人

２ 小・中学校の状況

郷土資料集「きらり☆きたあきた」

面積 1152.76㎢

人口
(国勢
調査)

H17 40,049人

H27 33,099人

R２ 29,973人

(1) 保護者や地域住民との話し合い
⚫ H29.9〜「今後の小・中学校の在り方について意見を聞く会」：保護者や地域住民の意向を伺う(４回)

H31.1〜「学校の在り方・方向性を考える意見交換会」：各地域の意向を伝えながらの協議(８回)
R元.4,R2.3：「学校の在り方・方向性についての説明会」：教育委員会事務局からの提案(２回)

⚫ 対象：地域住民＜保護者を含む＞(７回)、小・中保護者のみ(５回)、保育園保護者のみ(２回)
⚫ 話し合いで出された主な意見の概略

統合に反対

• 小学生の通学に係る距離（最大32.3㎞）、時間を考えた時に、前田小への３校統合
（②③④）は反対。

• 小中併設型でも良いので阿仁地区に学校を残して。③④⑥の小中一貫教育校に。
• 教師が大変だという理由で、複式学級のない規模でと言うが、３校統合（②③④）しても

いずれ複式学級ができる。
• 学校がなくなると地域が衰退する。

統合に前向きな意見

• 小学校３校を統合（②③
④）して通学距離が真ん中
になるところに設置。

• 部活動などを考えると、中学
校は早めに統合（⑤⑥）。

３ 本プラン策定時に示した過小規模校のプラス面・マイナス面

過小規模校のプラス面

• 個に応じたきめ細かな指導が可能
• 異学年活動が多いことから見習ったり、手本とな

る心が育つ
• 間接指導で子供の自主性が育つ
• 活躍する場面が多く、積極性や自主性が育つ
• 地域住民との交流やふるさと学習を進めやすい
• 地域住民に大事にされて育つ傾向

過小規模校のマイナス面

• 学年の人数、男女比に偏りが生じることが多い
• 学習内容を子供同士で深めあったり、協働で成し遂げる経

験が不足し、人間関係が固定化
• 活動場面が多いことが子どもの負担になることも
• 競争意識が育ちにくい傾向
• 子供同士で学習を進める習慣をつけなければ間接指導時に

学習が不成立
• 複式授業の教師の指導の困難さ

１ 市の概要
秋田県北秋田市
H17.3合併（鷹巣町、合川町、森吉町、阿仁町）

４ ３年間の取組
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